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概要書 
 
企業が行う研究開発投資は、将来の収益獲得を目指して行われるものであり、研究開発
投資のうち一定のものは、将来の経済的便益を有すると考えられる。そのため、研究開発
投資のうち一定のものは、資産性を有すると考えられ、資産性を有するものは資産として
計上すべきではないのか。これが本論文の前提となる問題意識である。 
今日の研究開発投資に関する会計基準においては、研究開発投資を発生時に全額費用処
理する、日本、米国の会計基準と、研究開発投資のうち、一定の要件を満たす開発活動に
対する投資は資産として計上する、国際財務報告基準に分かれている。このように、研究
開発投資のうち、一定の部分は資産として計上すべきとみる考え方が存在するにもかかわ
らず、なぜ、日本や米国においては、発生時に全額費用計上するとされているのか、また、
研究開発投資を資産計上することを妨げる要因は何であるのか、実際に資産計上する場合
にどのようなことがいえるのかについて考察することで、結論を導き出そうとするのが本
論文の狙いである。 
このような問題意識のもと、まず、研究開発投資は資産計上すべきでなく、発生時に全
額を費用処理すると定めている米国の会計基準について、その基準が設定されるまでの歴
史的経緯、その基準が設定された根拠、およびその基準について指摘されている事項につ
いて検討した。そして、研究開発投資のうち、一定の要件を満たすものを資産計上すべき
とする国際財務報告基準についても、設定されるまでの経緯、その基準が設定された根拠、
および基準に対して指摘されている事項について検討した。さらに、実際に国際財務報告
基準が適用されている企業について実態調査を行い、研究開発投資の一部を資産計上する
にあたって、企業ごと業種ごとに一定の研究開発投資の資産化に傾向があるのか、そのよ
うな傾向があるとすればなぜなのかについて検討した。そして、この実態調査を踏まえ、
研究開発投資の一部を資産化する会計処理についてどのような問題点が考えられるのかに
ついて考察を行った。 
 本論文の結論から言えば、研究開発投資のうち、資産性を有する一定のものを資産計上
すべきであると明確に結論付けるまでには至らなかった。しかし、同時に、発生時に全額
費用処理するべきであると結論付けることもできなかった。 
発生時に全額費用処理すべきと結論できない理由としては、発生時に全額費用処理する
とする明確な根拠が乏しいと考えられるためである。発生時に全額費用計上すべきと定め
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る根拠として、SFAS 第 2 号によって一定の根拠付けはなされているが、現在では、その
設定根拠を覆すような研究も多数存在していきている。そのため、30数年前の状況におけ
る設定根拠が、現在にも同様に適用できるのかどうか疑問が残る。さらに、SFAS 第 2 号
が、発生時費用処理を認めた理由としては、税制の影響により SFAS第 2号が定められる
以前に、研究開発投資を発生時費用処理するという会計処理が実際多くの企業で採用され
ていたことが知られている。また、監査上の問題から認めたに過ぎないということも指摘
されている。このように、SFAS 第 2 号は、税制の影響や、監査上の問題点等、会計理論
とは別の要因によって定められたと考えられることもできる。以上のような事項により、
研究開発投資の会計処理について、発生時に費用処理すべきとの結論に至らなかった。 
また、資産計上すると結論付けできない理由としては、将来の経済的便益の不確実性や、
研究開発投資のうち資産性を有する部分が存在すると考えられても、その部分をどのよう
に取り出すのかという問題に対して、明確な答えを導くことができなかったためである。
国際財務報告基準においては、研究開発投資に資産性を認め、一定の要件を定め、その要
件を満たす開発活動については、資産計上すると定めている。しかし、この要件について
も、経営者の恣意性が介入する余地が十分に存在し、会計的操作に使われる恐れがあると
の指摘もある。また、実際に適用している企業を見てみると、研究開発投資を資産計上し
ている業種と、研究開発投資額は多くても、資産計上していない業種に分類されることが
わかった。これを見る限り、業種ごとの研究開発投資の性質の違いが、財務諸表に反映さ
れ、IAS 第 38 号が定める要件は、適切に機能しているようにも見られる。しかし、一定
の業態の企業にのみにしか適用することができない要件では、資産として考えられるもの
は資産計上しようとする本来の趣旨が反映されないとの指摘も考えられる。このように、
資産計上するための、要件についても、明確さが保たれているとは言い難いのである。以
上のことから、本論文では、研究開発投資の会計処理について、資産計上すべきとする明
確な結論を、現段階では出すことができなかった。 
 上記のように、両会計処理はともに解決しなければならない問題点を抱えており、明確
にどちらの会計処理が良いか結論を出すことができなかった。しかし、いずれの会計処理
が望ましいのかについて明確なことがいえないことは、一部資産計上のオンバランス処理
と発生時費用処理との間に一切の優劣をいうことができない、というのを意味しているわ
けではない。先に述べたとおり、発生時費用処理のほうは、もともと積極的な理論的裏づ
けを欠いている。これに対し一部資産計上のオンバランス処理を妨げているのは、資産計
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上すべきケースと資産計上すべきでないケースを区分するための客観的な基準を設けられ
ない、という事情に過ぎない。 
 改めて考えてみれば、上記のような客観的基準を設けられないのは、オンバランス化が
認めておらず、「区分」の経験が蓄積されていないためかもしれない。とすれば、ある程度
の客観的な分類を定め、ともかく一部資産のオンバランスを試みれば、「区分」の経験を通
じてより良い、より客観的な判断基準への改善が期待できそうである。 
 こういう考えから、筆者は一定の要件を満たした一部無形資産について、より積極的に
資産計上を行っていく必要性を痛感し、そのような会計処理が促進されることを期待して
いる。これが冒頭に掲げた問題意識に関する本論文の最終的な結論である。 
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第 1 章 はじめに 
 
企業が行う研究開発投資は、将来の収益獲得を目指して行われるものであり、研究開発
投資のうち一定のものは、将来の経済的便益を有すると考えられる。そのため、研究開発
投資のうち一定のものは、資産性を有すると考えられ、資産性を有するものは資産として
計上すべきではないのか。これが本論文の前提となる問題意識である。 
今日の研究開発投資に関する会計基準においては、研究開発投資を発生時に全額費用処
理する、日本、米国の会計基準と、研究開発投資のうち、一定の要件を満たす開発活動に
対する投資は資産として計上する、国際財務報告基準に分かれている。このように、研究
開発投資のうち、一定の部分は資産として計上すべきとみる考え方が存在するにもかかわ
らず、なぜ、日本や米国においては、発生時に全額費用計上するとされているのか、また、
研究開発投資を資産計上することを妨げる要因は何であるのか、実際に資産計上する場合
にどのようなことがいえるのであろうか。 
このような問題意識のもと、まず、研究開発投資は資産計上すべきでなく、発生時に全
額を費用処理すると定めている米国の会計基準について、その基準が設定されるまでの歴
史的経緯、その基準が設定された根拠、およびその基準について指摘されている事項につ
いて検討した。そして、研究開発投資のうち、一定の要件を満たすものを資産計上すべき
とする国際財務報告基準についても、設定されるまでの経緯、その基準が設定された根拠、
および基準に対して指摘されている事項について検討した。さらに、実際に国際財務報告
基準が適用されている企業について実態調査を行い、研究開発投資の一部を資産計上する
にあたって、企業ごと業種ごとに一定の研究開発投資の資産化に傾向があるのか、そのよ
うな傾向があるとすればなぜなのかについて検討した。そして、この実態調査を踏まえ、
研究開発投資の一部を資産化する会計処理についてどのような問題点が考えられるのかに
ついて考察を行った1。 
  
 
                                                  
1 ソフトウェアの会計処理については、ソフトウェアの開発にかかるコストを技術的実行
可能性の確立の前後で区分し、確立後のコストについては資産計上することとしている。
そのため、研究開発投資の会計処理を検討するにあたって、ソフトウェアの会計処理基準
は参考になると考えられるが、本論文ではソフトウェアの会計処理については検討対象と
していない。 
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第 2 章 研究開発活動を取り巻く状況 
 
第 1節 はじめに 
 この章では、研究開発投資の重要性について述べていく。また、日本の現状の研究開発
投資の現状ならびに、研究開発投資の会計処理の動向についてもみていく。 
 
 
第２節 研究開発の重要性の増大 
現在の経済では、様々な分野において多くの技術革新が目覚しい速度で展開しており、
技術革新が存在しない産業は考えることが出来ない。このような技術革新は、企業の研究
開発活動によって実現されているのであり、それは企業の存亡をかけた熾烈な生き残り戦
略である。また、逆の視点から見れば、企業は他の企業の研究開発活動の脅威にさらされ
ているともいえる。そして、さらに重要なのは、このような企業による研究開発活動によ
って引き起こされる技術革新が、経済発展の根源的要素を形成するということである。特
に、日本のように、天然資源の無い国においては、企業の研究開発活動による技術革新な
くしては、経済の発展は望めないといえる。また、昨今の不況や先の読めない時代におい
て、企業の研究開発による技術革新こそが、これら苦境を乗り越える 1つの手段であると
考えられる。 
 さらに、企業活動のグローバル化が進展する中では、研究開発活動もグローバルな視点
から行われなくてはならず、研究開発競争も一層熾烈なものとなっている。 
 例えば、企業活動のグローバル化が進む中で、膨大な研究開発費を要し、世界市場で通
用する大型新薬の迅速な開発を目指し、内外医薬品メーカーの国際提携や合併などによる
国際的な開発活動が活発化している。また、電子化、安全対応、環境技術やハイブリッド
車、電気自動車など次世代自動車の開発をめぐる国際競争が熾烈となる中で、開発コスト
の負担に耐え、技術開発で主導権を握っていくために、自動車メーカーによる研究開発の
国際化が活発化している。また、次世代携帯などマルチメディア技術の国際標準をめぐる
開発競争が国際的に激化する中で、情報技術を基幹産業に位置づけようとする企業にとっ
て、グローバルに通用する技術開発が不可避となっており、研究開発の段階から積極的に
国際化が進められている。 
 このように、医薬品、自動車、エレクトロニクス産業など、先端技術を中心に研究開発
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の国際化が活発化し、企業は益々、高度で複合的な研究開発活動が必要となっているので
ある。さらに、企業は、これら研究開発競争に勝ち抜くと同時に、研究開発の効率性の更
なる向上も求められるという難しい問題も解決しなければならいのである。 
 
 
第３節 日本における研究開発の動向 
 我が国における研究開発投資を見てみると、80年代に年率 1割前後の高い伸びとなった
後、90年代から 2000年代初頭までは、平均して 1～2%程度の低い伸びにとどまっていた。
これが、2005年度以降では以下のグラフからもわかるように約 4％～７％と高い伸びを示
している。このように、企業における研究開発投資額は年々増加傾向にあり、近年では、
企業の積極的な投資の姿勢が見て取れる。 
 
我が国における研究開発投資の増減 
研究開発投資の増減（単位：億）
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 このように、わが国の企業が研究開発投資を増大させている背景としては以下の３つが
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挙げられている2。 
①企業のグローバルな活動が進むもとで、国際的な技術革新が激化していること 
   企業間のグローバル競争は、欧米企業との間だけではなく、中国やアジアの企業を
含め益々激化しており、技術力の優劣が、企業の収益力に及ぼす影響は一段と大きく
なっている。このため、製造業を中心として、研究開発を進めることで、技術力を不
断に高めてくことが不可欠になっている。 
②製品・技術サイクルが一段と短期化したこと 
   市場のニーズが多様化し、内外での技術競争が高まるもとで、開発した製品を市場
に投入しても、利益が得られる期間が急速に低下しているため。80年代には製品投入
後 10年弱の間、利益を獲得できたのに対し、2000年代では、それが数年まで低下し
てきている。 
③収益力の改善と企業の長期的な展望 
   日本企業がいわゆる三つの過剰3を克服し、企業が長期的な視野に立った経営戦略を
考えるようになったこと。 
 
 このように、日本の企業は、研究開発に積極的に投資しており、投資額においては、EU
の EUROPEAN COMMISSIONが公表した、The 2009 EU industrial R&D investment 
SCOREBOAD において、日本の企業であるトヨタの研究開発投資額が世界でトップであ
るように、他の先進国に対し優位、または同等であるといえる。 
 
 
第 4 節 日本の研究開発投資に関する会計処理の動向 
 上で述べたように、わが国における研究開発の重要性は、質的・量的にも重要性が増し
てきている。そのため、企業の研究開発活動がもたらす利益や研究開発活動のリスクにつ
いての情報開示も十分になされる必要性が増してくると考えらことができる。また、研究
開発投資の会計処理は、日本・米国の会計処理と国際財務報告基準の会計処理が異なって
いることから、国際的な会計基準のアドプションの流れの中でもその動向に注目されてい
                                                  
2一瀬善孝・斉藤克仁・丸尾優士[2007]「日銀レビュー 企業の研究開発投資をめぐる最近
の動向」 
 
3 三つの過剰とは、雇用の過剰、設備の過剰、負債の過剰である。 
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る。わが国においても、これらの影響により 2007 年に「研究開発費に関する論点の整理」
が公表され、さらに、2009 年にも研究開発投資の会計処理を含む「無形資産の論点の整理」
が公表されるなど、研究開発投資の会計処理のあり方をめぐって様々な議論が行われてい
る。 
 
第５項 章のまとめ・考察 
 この章では、研究開発の重要性、わが国における研究開発の動向、および会計処理の動
向についてみてきた。 
 今後、研究開発は、今以上に質的・量的に重要性が増していくと考えられる。また、そ
れに伴って会計処理のあり方も問題となると考えられる。特にわが国は、研究開発に多額
の投資をしており、その会計処理の影響も大きいと考えられる。そのため、今後の会計処
理のありかたは重要な問題であると考えられる。 
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第３章 研究活動・開発活動の概念 
 
第１節 はじめに 
 この章では、日本基準、米国基準、及び国際財務報告基準における研究・開発の概念に
違いが生じているのかについて検討していく。 
研究開発投資に関する会計処理については、日本、米国における会計処理と、国際財務
報告基準における会計処理に差異が生じている。このような差異は、各基準による研究活
動、開発活動の対象となるものが異なるために会計処理に違いが生じているのか。また、
研究及び開発に関する支出の会計処理を検討するにあたっては、対象範囲となる研究活動
及び開発活動の特質を明らかにし、企業のその他の活動と区分する必要性がある。さらに、
研究活動に関する支出と開発活動に関する支出の会計処理を区分する場合には、研究活動
と開発活動との境界線を明らかにすることが必要となる。このように、研究活動、開発活
動とは何なのかを明確にしておくことは重要である。 
 このため、まず、各基準における研究活動、開発活動の違いについて考察する。そして、
違いが生じないのであれば、研究活動、開発活動とはどのように概念付けられるのかにつ
いて考察する。 
 
 
第２節 研究開発費等に係る会計基準（日本基準）での研究・開発の定義 
 研究開発費等に関する会計基準では、研究とは「新しい知識の発見を目的とした計画的
な調査及び探求をいう。」としている。また、開発とは「新しい製品・サービス・生産方法
（以下製品等という）についての計画若しくは設計又は既存の製品等を著しく改良するた
めの計画若しくは設計として、研究の成果その他知識を具体化することをいう。」としてい
る4。 
 そして、研究開発に含められる具体例として以下のものを例示している5。 
①従来にない製品、サービスに関する発想を導き出すための調査・探求 
②新しい知識の調査・探求の結果を受け、製品化又は業務化等を行うための活動 
③従来の製品に比較して著しい違いを作り出す製造方法の具体化 
                                                  
4 「研究開発費等に関する会計基準」 一１ 
5 「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」2 
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④従来と異なる原材料の使用方法又は部品の製造方法の具体化 
⑤既存の製品、部品に係る従来と異なる使用方法の具体化 
⑥工具、治具、金型等について従来と異なる使用方法の具体化 
⑦新製品の試作品の設計・製作及び実験 
⑧商業生産化するために行うパイロットプラントの設計、建設等の計画 
⑨取得した特許を基にして販売可能な製品を製造するための技術的活動 
 
 
第３節 SFAS第２号（米国会計基準）での研究・開発の定義 
 SFAS 第２号では、研究とは「そのような知識が新しい製品やサービス又は新しい生産
方法や技術を開発したり、あるいは既存の製品や生産方法に著しい改良をもたらすものに
役立つことを望みつつ、新知識の発見を目的とする計画的調査又は批判的研究である。」6と
している。また開発とは「研究の成果又はその他の知識を、その意図は販売又は設計、あ
るいは既存の製品や生産方法についての計画又は設計の形で具体化することである。それ
には、代替製品の構想設計又は実験、模型の制作及び実験施設の運転は含まれるが、既存
の製品、生産工程、製造方法及びその他の継続的操業に対する日常的な又は定期的な変更
は、たとえ、その変更が改良をもたらすとしても、含まれない。また、市場調査や実験活
動も含まれない。」7とされている。 
そして、研究開発に含められる典型的な活動として以下のような具体例をあげている。
8 
①新しい知識の発見を目的とする実験室研究 
②新しい研究結果又は他の知識の応用のための研究 
③製品又は生産方法の大体暗に関する構想とデザイン 
④製品又は生産方法の大体安易ついての調査実験または評価 
⑤製版や生産方法の構想またはデザインの変更 
⑥思索品や模型のデザイン、制作およびテスト 
⑦新技術を伴う工具、治具、木型及び金型デザイン 
                                                  
6 SFAS第 2号 8(a)項 
7 SFAS第２号 8(ｂ)項 
8 SFAS第２号 9項 
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⑧企業にとって商業精算が経済的に容易ではない規模の実験設備のデザイン、建設お
よび運転 
⑨特定の機能および経済的要件に合致し、製造のための準備ができるまで製品のデザ
インを進めるのに必要な技術活動 
 
 
第４節 IAS第 38号（国際財務報告基準）での研究・開発の定義 
IAS 第 38 号では、研究とは「新しい科学的又は技術的な知識及び理解を得る目的で実
施される基礎的かつ計画的調査をいう。」9としている。また。開発とは「開発とは、事業
上の生産又は使用の開始前における、新しい又は大幅に改良された材料、機械、製品、工
程、システム又はサービスによる生産のための計画又は設計に関する、研究成果又は他の
知識の応用をいう。」10とされている。 
 そして、研究活動に含められる具定例として以下のものをあげている。11 
①新知識の入手を目的とする活動 
②研究の成果又は他の知識の応用調査、評価及び最終選択 
③材料、装置、製品、工程、システム又サービスに関する有望な代替的手法の調査 
④新規の又は改良された材料、装置、製品、工程、システム又はサービスに関する有
望な代替的手法等についての知識化、設計、評価及び最終選択。 
  
また、開発活動に含められる具体例として以下のものをあげている。12 
①生産又は使用する以前の、試作品及び模型に関する設計、建設及びテスト 
②新規の技術を含む、工具、治具、鋳型及び金型の設計 
③事業上生産を行うにハ十分な採算性の無い規模での、実験工場の設計、建設及び操
業 
④新規の又は改良された材料、装置、製品、工程、システム又はサービスに関し選択
した代替的手法等についての設計、建設及びテスト。 
 
                                                  
9 IAS第 38号 8項 
10 IAS第 38号 8項 
11 IAS第 38号 56項 
12 IAS第 38号 59項 
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さらに、IAS第 38号においては、会計処理を区分するために、上記の「研究」「開発」
の定義とは別に「研究局面」「開発局面」という用語も用いられている13。この「研究局面」
「開発局面」は「研究」「開発」よりも広範な意味を持つとされている。「研究局面」には、
「研究」の定義を必ずしも満たさない活動が含まれる場合があるとされ、同様に、「研究局
面」には、「開発」の定義を必ずしも満たさない活動が含められることもあるとされている。 
 
 
第５節 研究活動・開発活動の共通概念 
 上の節では、各基準における、研究活動、開発活動の定義、およびそれぞれの活動に含
まれる範囲を見てきた。 
 研究活動の定義については、IAS第 38号では、単なる新しい知識の発見ではなく、「科
学的又は技術的な」知識であることが明示されている。また、SFAS 第 2 号では、明示さ
れている目的とする新しい知識の発見が、「新しい生産方法や技術の開発あるいは既存の製
品等や生産方法等の著しい改良に役立つことが期待される」ことを要件として明示してい
る。研究開発費等に関する会計基準においては、これらの明示や、要件が規定されていな
い。このように、それぞれの研究の定義については相違もある。しかし、「新しい知識の発
見を目的とする計画的な調査」であるとする点は共通しており研究活動の概念については
それぞれの基準で異なることは無いと考えられる。 
 開発の定義に関しては、IAS第３８号においては、「事業上の生産又は使用の開始前に行
われる活動」である点が明示されている。また、SFAS第 2号においては、「日常的又は定
期的な変更」は、たとえそれが、既存の製品等、生産工程、製造方法及びその他の継続的
操業に関する改良に該当するとしても開発には該当しないという点が明示されている。研
究開発に関す会計基準においてはこれらの明示がない。以上のように、開発の定義につい
ても各基準において相違がある。しかし、「研究成果又はその他の知識の具体化」であると
いう点は共通している。また、「新しい製品（サービス）及び生産方法についての計画・設
計と、既存の製品（サービス）及び生産方法を大幅に改良するための計画・設計」を、そ
の具体化の対象としている点についても、概ね共通していると考えられ、それぞれの基準
の開発の概念は大きく異なることはないと考えられる。 
 これらより、研究活動とは「新しい知識の発見を目的とする計画的な調査」であり、開
                                                  
13 IAS第 38号 52項 
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発活動とは「新しい製品（サービス）及び生産方法についての計画・設計と、既存の製品
（サービス）及び生産方法を大幅に改良するための計画・設計」であると概念付けられる。 
 
 
第６節 章のまとめ・考察 
 この章では、各基準の研究活動、開発活動の概念について考察してきた。これによると、
各基準において文言の差こそあれ、研究とは「新しい知識の発見を目的とする計画的な調
査」、開発活動とは「新しい製品（サービス）及び生産方法についての計画・設計と、既存
の製品（サービス）及び生産方法を大幅に改良するための計画・設計」という概念は、ど
の基準でも一致しており、研究活動、開発活動の概念における違いは、生じていないと考
えられる。 
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第４章 研究開発投資の会計処理 
 
第１節 はじめに 
 現在、研究開発投資に関する会計処理としては、日本、米国で採用されている発生時に
全額費用処理する会計処理と、国際財務報告基準において採用されている研究開発投資の
うち、一定の要件を満たす開発活動に関する支出については資産計上する会計処理の２つ
に分かれている。そのため、この章では、発生時に全額を費用処理すると定めている、日
本、米国の会計基準について、その基準が設定されるまでの歴史的経緯、その基準が設定
された根拠、およびその基準について指摘されている事項（主に、米国）について検討し
た。そして、研究開発投資のうち、一定の要件を満たすものを資産計上すべきとする、国
際財務報告基準、およびそれに影響を与えたと考えられている ARS 第 14 号、SSAP 第 13 号
について、設定されるまでの経緯、その基準が設定された根拠、およびその基準に対して
指摘されている事項について検討した。 
 
 
第２節 発生時に全額費用処理すると定める基準 
 
第１項 研究開発費等に係る会計基準 
１．日本の研究開発費の歴史 
 我が国では、戦前の「財務諸表準則」において開発費の資産計上が認められており、ま
た戦後に制定された「企業会計原則」においては、開発費とともに試験研究費の資産計上
が認められた。また、財務諸表等規則も企業会計原則の考え方を受け継ぎ、昭和 25 年の
設定当時より繰延べを認めている。さらに、「商法」においては、1962年の改正に当たり、
「商法と企業会計原則との調整に関する意見書」ならびに「企業会計原則と関係諸法令と
の調査に関する連続意見書第五」に関する審議を受けて、つまり、企業会計原則、連続意
見書の趣旨を受け入れ、開発費および試験研究費を繰延べることを容認する条文が制定さ
れるに至った。 
しかし、企業会計原則、財務諸表規則、および商法には、研究開発費の定義は存在せず、
資産として繰延べ得る範囲、要件を規定しているのみである。研究開発費を資産として繰
延べる範囲、要件は企業会計原則、連続意見書、商法で差はほとんど無くまとめると以下
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のようになる。 
①次の目的のために支出した費用であること 
  １．開発費…新技術の採用、新経営組織の採用、資源の開発、市場の開拓、生産能率
の向上又は生産計画の変更等により設備の大規模な配置替え等の費用14 
  2．試験研究費…新製品の研究、新技術発見の研究 
②支出の効果が将来にわたって発現するものと期待される費用であること。 
  企業会計原則注解では「その効果が将来にわたって発現するものと期待される費用」
としている 
③特別に支出した費用であること 
「特別に」とあることから経常的な支出は除かれる。 
   したがって、試験研究費に関して、従来の建物又は機械を使用した場合の減価償却
費や固定資産税等は除外され、また、開発費に関しても、調査委託費用又は調査員の
派遣旅費、調査費等は含まれるが、調査員等の人件費は特別の支出に該当しない。 
 
 このように、研究開発費に対する会計処理を、繰延資産として繰延べるとした根拠とし
ては以下のものがある。 
「企業会計原則」貸借対照表原則の一の D は、「将来の期間に影響する特定の費用は、次
期以降の期間に配分して処理するため、経過的に貸借対照表の資産の部に記載することが
できる。」とし、さらに注解 15 において、「将来の期間に影響する特定の費用とは、すで
に対価の支払が完了し又は支払義務が確定し、これに対応する役務の提供を受けたにもか
かわらず、その効果が将来にわたって発現するものと期待される費用をいう。これらの費
用はその効果が及ぶ数期間に合理的に配分するため、経過的に貸借対照表上繰延資産とし
て計上することができる。」としている。 
 また、このような立場は、「連続意見書」にも見られる。「連続意見書」第五は、繰延べ
の根拠として以下の 2つを根拠としている。 
①ある支出が行われ、また、それによって役務の提供を受けたにもかかわらず、支出も
しくは役務の有する効果が、当期のみならず、次期以降にわたるものと予想される場
合、効果の発現という事実を重視して、効果の及ぶ期間にわたる費用として、これを
                                                  
14 最後に掲げた費用は商法第 286条の３には掲げられていないが、これは商法上では新経
営組織の採用に含まれていると解することができる。 
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配分する。 
②ある支出が行われ、また、それによって役務の提供を受けたにもかかわらず、その金
額が当期の収益にまったく貢献せず、むしろ、次期以降の損益に関係するものと予想
される場合、収益との対応関係を重視して、数期間の費用として、これを配分する。 
 この①の効果の発現と②の収益との対応関係とは、実質的に同じことを意味している15。
①と②の違いは、支出の効果が当期にも次期以降にも発現するか、もっぱら次期以降に発
現するかの違いに過ぎない。したがって、繰延資産は、発生費用を費用収益対応の原則の
適用によって次期以降の収益に対応させるために経過的に貸借対照表に計上したものであ
り、これは、費用の繰延べである。 
 繰延べの根拠を将来期間における効果の発現，すなわち費用収益対応の原則に求めるな
らば、将来期間にその効果が発現すると思われる研究開発費は、当然に貸借対照表に計上
しなければならないことになる。それを、繰延容認としているのは、商法との調整もさる
ことながら、それにも増して効果の発現しない将来収益との不明確さに着目してのもので
あり、安全性の要求によるものであったとされている。 
  
しかし、企業会計原則、連続意見書などで定められている研究開発費の会計処理について、
以下の 2つの欠点があると指摘されていた16。 
①資産として計上するか否かが経営者の意思に委ねられていること。そして、この欠点
があるがゆえに、会計基準が諸外国から批判されることなり、国際的に通用する会計
基準としてその資質を問題にされる事になる。 
すなわち、たとえ同類の開発費および試験研究費であっても、ある企業では、費用
処理が、別の企業では資産計上が行われることとなり、企業間比較可能性の観点から
も望ましくないばかりか、企業内においても、会計方針の変更を通じて、期間利益操
作の余地を与える恐れがあること。 
②連続意見書の規定は、開発費と試験研究費の概念を一切明確にしてものではなく、た
だ単に繰延の要件を規定したものに過ぎないこと。したがって、費用処理する場合の
開発費と試験研究費については一切触れないばかりか、繰延の要件としている、「特
                                                  
15 北村[1989]p279  
浜本[1997]p64においても①②の根拠は、同一の事柄を異なるディメンションから表現し
たものとある。 
16 北村[1998]p73 
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別に支出した費用」という場合の「特別」とはどんな意味なのかについても不明確で
ある。経常的な性格のものは含まれないというところから、臨時に発生したものと考
えられるが、経常的なものであっても金額の大きいものが含まれるのか否か明確では
ないこと。 
 これら恣意性や不明確性を排除するために以下で述べる研究開発費に係る会計基準の設
定が必要とされた。 
 
２．研究開発費等に係る会計基準 
 上でも述べたように、従来の企業会計基準、連続意見書に見られる恣意性の排除や不確
実性の排除、研究開発の重要性の増大、および国際的調和化の観点から会計基準の整備の
必要性に迫られ、1998年に現在のわが国の研究開発投資の会計処理の基準である「研究開
発費等に係る会計基準」が設定された。 
 研究開発費等に係る会計基準において「研究開発費は、すべて発生時に費用として処理
しなければならない」とされている17。そして、「費用として処理する方法には、一般管理
費として処理する方法と当期製造費用として処理する方法がある」とされている18。研究
開発費等に関する会計基準が、研究開発投資についてこのような会計処理を求めた根拠と
しては、「重要な投資情報である研究開発費について、企業間の比較可能性を担保すること
が必要であり、費用処理又は、資産計上を任意とする現行の会計処理は適当ではない。研
究開発費は、発生時には将来の収益を獲得できるか否か不明であり、また、研究開発計画
が進行し、将来収益の獲得期待が高まったとしても、依然としてその獲得が確実であると
はいえない。そのため、研究開発費を資産として貸借対照表に計上することは適当ではな
いと判断した。」とされている19。 
 さらに「仮に、一定の要件を満たすものについて資産計上を強制する処理を採用する場
合には、資産計上の要件を定める必要がある。しかし、実務上客観的に判断可能な要件を
規定することは困難であり、抽象的な要件のもとで資産計上を求めることとした場合、企
業間の比較可能性が損なわれるおそれがあると考えられる。」としている。 
つまり、研究開発費等に係る会計基準においては、企業間比較可能性、将来の経済的便
                                                  
17 研究開発費等に係る会計基準三 
18 研究開発費等に係る会計基準注解２ 
19 研究開発等に係る会計基準の設定に関する意見書三２ 
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益獲得の不確実性、一部要件を満たす場合に資産計上することとした場合の要件設定の困
難性を根拠として、原則として研究開発費を発生時に全額費用計上すると定めたのである。 
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第２項 SFAS 第２号（米国会計基準）による会計処理 
 
１．研究開発投資に関する会計処理のアメリカの歴史 
 
研究開発投資に関する会計処理のアメリカの歴史 
1917  Federal Reserve Board — 繰延処理を支持 
1924  NACA — 繰延処理を支持 
1926  NACA — 繰延処理を再び支持 
1929  Federal Reserve Board — 繰延処理を再び支持 
1920～ 
1930s  IRS — 繰延処理が好ましいと発表 
1954  AICPA — 将来の企業活動と合理的な関連が認められる場合に限って繰延
        処理を支持 
1954以前  税法は財務諸表において同様な手続きをとる場合に限り即時費用処理
を容認 
1954   税法は財務会計上の処理に関わらず直接控除を認める。（即時費用処理）
1972  APB No. 22 and SEC No. 125 — 財務諸表とannual 10k reportに研究開発費の
会計処理の公表を強制 
1974  SFAS No. 2 (1974) 公表  
Nix and Nix[1992]より作成 
 
 
アメリカにおいて、研究開発投資に関する規定が設けられたのは、1917年にFederal 
Reserve Board(FRB：アメリカ連邦準備制度理事会)においてであるといわれる20。FRBは、
1917年に公表したFinancial Statementにおいて、研究開発費の会計処理について、繰延処理
を認めている。そして、1929年に再び研究開発費の会計処理について繰延処理を認めるこ
とを公表している。 
 おおよそ時期を同じくして、1924年にthe National Association of Cost Accountantsが、研究
                                                  
20 Nix and Nix[ 1992]p56 
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開発費の会計処理として、繰延処理が完全に好ましい（perfectly proper）とthe National 
Association of Cost Accountant’s bulletinにおいて述べている。そして、1926年にthe National 
Association of Cost Accountantsは、研究開発費の会計処理について、資産化することを再び
認めている。 
 また、1954年には、the American Institute of Certified Public Accountants（AICPA：アメリ
カ公認会計士協会）は、研究開発費が、将来の企業活動と合理的な関連が認められる場合
に限って繰延処理を支持した。このため、会計組織（accounting organization） は、一般的
に研究開発費の繰延処理を支持した。 
 研究開発費の会計処理において、最も影響力をもたらした組織は、the Internal Revenue 
Service（IRS：アメリカの国税庁）であった。IRSは、1920年代と1930年代の租税政策で、
研究開発費の繰延処理を支持していた。しかし、企業家による、租税対策のため、研究開
発費の即時費用化を認めさせようとする議会への政治的プレッシャーにより、1954年以前
の税法は、財務諸表において、同様な手続きを採用する場合には、研究開発費の発生時に
即時費用化することを認めていた。このため、1954年以前においては、企業は、研究開発
費の即時費用化による税的アドバンテージを得るために、公表財務諸表における、研究開
発費の会計処理を繰延処理から発生時に即時費用に変更した。そして、IRSは、「財務諸
表において、同様な手続きを採用する場合」という限定的な場合にのみ、研究開発費の即
時費用化処理を認めてきたが、1954年に、「財務諸表において、同様な手続きを採用する
場合」という限定を取り除き、財務会計上の処理に関わらず発生時に即時費用処理を容認
した。 
 1954年以前の税法の「財務諸表において、同様な手続きを採用する場合には、研究開発
費の発生時に即時費用化することを認める。」という規定は、60年代のアメリカの企業の
研究開発費の財務会計上の会計処理に大きな影響を与えたといえる。その後、1954年に財
務会計と、税務会計の一致は不要とされたが、1954年以前の実務は、その後まで影響して
いるとされている。それを示すように、Gellein and Newmanが行った調査によると、研究
開発が活発な主要企業、および過去25年に間に創業された企業を対象とした調査で、209
社のうちほぼ100%の企業が、研究費あるいは開発費として考えている支出を即時費用処理
していた21。 
 SFAS第2号が公表される以前、財務会計上の研究開発費の取り扱いについては、以下の4
                                                  
21 ARS第 14号[1973]P61 
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つの基本的な問題が未解決のままであった22。 
①どんな活動が研究開発に含まれるのか 
②もしあるとすれば、研究開発活動に関するコストのうち繰延べるべき部分は何か 
③繰延べられた費用はどのように償却すべきなのか 
④研究開発はどのように財務諸表でディスクローズするべきなのか 
これらの未解決の問題は研究開発情報の企業間比較や、経年比較を困難にし、また、現
在また将来の研究開発の財務会計をとても難しくした。この問題、特に②④は未だに解決
していないと考えられる。 
 また、SFAS第2号が公表される以前においては、研究開発支出は損益計算書（アメリカ
ではincome statement）において、ある企業においては、売上原価（goods sold）に計上され、
また、ある企業では、その他の費用に含まれるなど、企業によって異なる区分で計上され
ていた。また、経営者は、研究開発費を現在の費用にすることも、資産化し、将来の期間
に渡って償却することもできるなど会計処理を選択することができた。そして、この研究
開発費の企業ごとの様々な会計処理により、会計の規則性の欠如として批判が渦巻いた。 
 これら研究開発に対する企業ごとにばらばらな会計処理に対する批判によって、1972年
Accounting Principles Board(APB)やthe Securities and Exchange Commission(SEC)によって研
究開発費の会計処理に関しての意見が公表された。APBにおいてはThe APB Opinion No22
において、財務諸表において研究開発支出についてのディスクロージャーを強制させた。
また,SECにおいては、the Annual 10-k Reportの中で研究開発の報告を要求した。 
 APBやSECによる研究開発のディスクロージャーの要求によっても、財務会計における
研究開発費の適切な会計処理の問題については、解決されないままであった。しかし、こ
れらのディスクロージャーにより、会計測定との関連において、研究開発支出の重要性を
財務諸表利用者に知らしめた事に関しては有用であった。 
 
 
 
 
 
 
                                                  
22 Nix and Nix[1992]p60 
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２．SFAS 第２号 
研究開発費の会計処理に対する上記の批判の中、FASBは、SFAS第 2号を 1974根に公
表した。 
SFAS 第 2 号において「研究開発費は、すべて発生した時に、費用計上されなければな
らない。」と定められている23。そして、SFAS第 2号が研究開投資についてこのような会
計処理を求めた根拠としては次の 5つを掲げている24。 
 
①将来の効用の不確実性 
個々の研究開発計画の将来の効用については一般に不確実性が高く、数種の産業に
ついて調査をしたところでは、新製品のアイディアの成功率は 2％以下、製品開発計
画の成功率は 15％以下であること。また、新しい又は改良された製品や生産方法が販
売されたり使用されるようになっても、失敗する割合は失敗の定義をどのようにとる
かによるが、新製品の失敗の見込みは 30％から 90％と高いこと。 
②支出と効用の因果関係の欠如 
研究開発費と個々の将来の収入との間に直接の関係があることは、たとえ後日知る
ことはできても、通常例示されることはない。実証研究においても、一般に研究開発
支出とその後の売上高、利益、又は市場占有率割合で見た将来の効果に重要な相関関
係を見出すことはできなかった。 
③経済資源の会計的認識 
経済的資源とは経済活動を遂行するうえでの希少財と定義される。しかし、研究開
発費のほとんどは、発生時にその効用が不確実であるということから経済的資源が創
り出されたというという徴はない。また、創り出されたことを示すほどになっても、
それを資産として計上するための測定可能性の基準を満足させることができない。 
④費用と認識の対応 
ここでの対応を、最狭義に、原因と結果に基づいて原価を費用として認識する過程
として捉え、この原価を費用として認識する上での一般的基準として、APBステート
メント第 4 号に明示されている三つの基準、すなわち「原因と結果の関連」｢体系的
                                                  
23 SFAS第 2号 12項 
24 SFAS第 2号 39項～50項 
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合理的配賦｣「即時認識」25に照らして研究開発費を考察している。その結果、前者二
者は研究開発には適用できないとして、｢即時認識｣に基準によって研究開発費を発生
時に費用処理することを主張する。 
⑤情報の有用性 
研究開発費を資産計上しても、将来の効用との関連は不明なので、財務諸表利用者
が企業の収益力の評価を行う際に役立たないこと。 
 
さらに、SFAS 第 2 号では、研究開発費の即時費用処理を主張する際に、研究開発費の
会計処理について、次の四つの方法を検討している26。 
①すべての原価を発生時に費用処理する会計処理 
②すべての原価を発生時に資産計上する会計処理 
③特定の条件が満たされる場合は原価を発生時に資産計上し、その他の原価はすべて
費用計上する会計処理 
④将来の効用があるか否かが決定できるまで、すべての原価をある特定の科目に計上 
  
SFAS 第 2 号は、前述した理由から、すなわち将来の効用の不確実性等を理由に①を採
用したのであるが、将来の効果の確実性を満たしていると思われ部分だけ資産計上する③
の立場を採用しなかった理由として、選択的資産計上を認める一定の条件を客観的に明確
化することが困難であること、もし選択的資産計上が一定の条件を満たした発生原価のみ
に適用されるならば、ある特定の研究開発計画のうち一部の原価だけが資産計上される結
果、資産計上された原価が将来の効用を生むのに発生した原価全体を示さないこととなり、
その償却額が費用と収益の対応を示すことにはならないこと、そして、選択的資産計上は、
                                                  
25 原価を費用として認識する上での一般的な基準が、APBステートメント第 4号の第 156
項から第 160項に述べられている。 
「原因と結果の関連」ある種の原価は特定の収入と直接の関連があるという仮説によって
費用として認識される・・・これらの費用認識には収入の認識が伴っている。 
「体系的合理的配賦」ある資産が数期間にわたり効用を提出する場合、その原価は原因と
結果のより直接的な関連がなければ体系的合理的方法で期間配分される。 
「即時認識」ある種の原価は当期の費用として処理されるが、それは(1)前期に発生した原
価がはっきりした将来の効用を提供しない、(2)前期に資産として計上された原価がもはや
明確な効用を提供しない、又は(3)原価を、収入との関連からかあるいは数会計期間にわた
るかして、配賦することが無意味であるからである。 
26 SFAS第 2号 50項～59項 
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企業間比較可能性を達成することができないことをあげている27。 
 また、④の将来の効用があるか否かが決定できるまで、すべての原価をある特定の科目
に計上する会計処理については（日本の学者には当時この立場を主張するものが多くいた
28）、このような原価は、その不確実性のゆえに企業に企業の収益力を評価するのに役立た
ず、特定の科目を使うことによって財務諸表の本質が変わり、比率分析の他の計算をかえ
って複雑にするとの理由で排除した29。特に最近のように研究開発投資額が巨額化してき
ている場合にはその弊害は大きくなる一方であるとの指摘もある30。 
 以上を理由として、SFAS 第 2 号では、研究開発投資についての会計処理として、原則
発生時に全額費用処理と規定している。 
 
 
第３節 発生時に全額費用処理すると定める基準（主に SFAS 第 2 号）に対する
批判 
 
第１項 SFAS第 2号の根拠に対する批判 
 Birman&Dukesは、SFAS第 2号が公表された翌年の 1975年に、FASBが発生時に全
額費用処理とした会計処理の根拠につい対して以下の批判を加えている31。 
 
①将来便益の不確実性 
 FASB 第 2 号が発生時に全額費用処理と定めた根拠として、まず、将来の経済的便益獲
得の不確実性を挙げている。これに対し、以下のような反論を行っている。  
FASBは、個別の研究開発プロジェクトは一般に不確実性が高いことを主張しているが、
企業の研究開発プロジェクトは一般に主たる技術上の困難の解決が見込まれる場合に限っ
て着手される。このため、技術上の不確実性は低いといえると述べられている。 
 また、FASB は、リスクを不成功となる確立のみで捉えているのに対し、期待収益との
関連で捉えるべきだと主張する。さらに審議会が、個別プロジェクトレベルにおいて不確
                                                  
27 SFAS第 2号 53項-57項 
28 北村[1989]p285 
29 SFAS第 2号 58項、59項 
30 北村[1989]p285 
31 Bierman&Dukes[1975]pp48-55 
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実性の高さを主張しているのに対し、プロジェクトを収益との関連において組み合わせた
ポートフォリオレベルで捉えることによって著しく低くなることを簡単な数値例を用いて
示している32。すなわち不確実性の高さは、即時費用処理の根拠とならないと主張してい
る。 
 
②支出と便益の間に不確実性が高い 
 FASB は、過去の経験的研究の結論を根拠として研究開発支出と便益との因果関係につ
いて優位な相関が認められないと指摘して、即時費用処理することを定めた。Bierman＆
Dukesは、直接的な因果関係が認められないことは考慮すべきとしながらも、これが即時
費用化を要求する根拠にはならないとして以下の 2つの点を指摘している。 
１、有意な関係が認められないことが即、関係が存在しないことを意味するわけではな
い。有意な関係が認められないことを根拠とするべきではなく、有意な関係の観察に
より結論を下すべきである。 
２、FASB は、有意な関係が認められない経験的研究のみを列挙して規定の根拠として
いるが、研究開発支出は企業に便益をもたらすという結論を下した経験的研究は多数
存在する。 
 
③経済的資源の会計的認識が困難なこと 
 研究開発費は、会計上の資産概念に適合するにもかかわらず、FASB は測定可能性基準
を持ち出すことによって、これを認めていない。他の多くの資産についても取得時にその
便益を客観的に測定できるものは少なく、この基準を厳格に適用すれば、会計上の多くの
資産を即時費用処理すべきものといえる。 
 
④費用との対応 
 FASB は、即時費用処理の根拠として、費用・収益の対応を挙げている。企業が研究開
発を行う唯一の理由は、新たな収益を発生させることにより、将来に便益をもたらすこと
にある。研究開発活動が現在の収益改善に貢献している訳ではない。すなわち、費用・収
                                                  
32 浜本[1997]p66では、この Birman&Dukesの意見について、ポートフォリオを実行す
ることにより、リスクは大幅に削減されるかもしれないが、会計上の認識のリスクはあく
まで個別プロジェクトレベルで考察しなければならないと反論している 
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益対応の必要性を無視しているものといえる。 
 
⑤投資及び信用意思決定における情報の有用性 
 FASB は、証券アナリストや機関投資家に対する聴取から研究開発費の資産計上は、投
資収益及びその変動性の予測を高めるものではないと結論付けているがこれに対しては以
下のように反論している。 
１、投資家に対す研究開発費に関する会計資料の有用性は経験的に検証可能な問題であ
る。Dukesが行った研究によれば、研究開発費の発生額とその期の株価には著しい関
係があり、投資家は研究開発費を資産計上したものと修正して当該企業の将来収益を
予測していた。とりわけ、研究開発集約度は市場価値に関連して需要説明変数となる。 
２、即時費用化規定により恩恵を受けるのは、Dukesの行った研究を前提にするのであ
れば、証券アナリストや機関投資家は研究開発費の修正を行ったうえで企業評価を行
うが、そのような能力の無い投資家は誤った意思決定を行う可能性がある。さらに、
このような状況を理解している経営者は、研究開発費の増減により利益操作を行う余
地を残している。 
 
以上のように、Birman&Dukesによると、FASBが示している研究開発投資の会計処理
の根拠は、どれも説得力を持たないと考えることもできる。 
 
第２項 SFAS 第 2 号に対するその他の指摘事項 
 SFAS 第 2 項に対する指摘事項としては、その設定根拠に対する指摘の他に、以下のよ
うな指摘事項がある。 
 
①多くの企業がすでに即時費用処理していた点 
すでに、研究開発投資に関する会計処理の歴史的経緯の部分で述べたが、SFAS 第 2 号
が公表される以前は、税制の影響により、アメリカの主要な企業のほとんど多くは、研究
開発費を、発生時に費用処理していた。そこで設立間もない FASBは、企業の抵抗が無く
受け入れることのできる会計基準を作成することを意図して、即時費用処理法の採用を決
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めたとされている33。 
 
②監査上の問題点からの影響 
多くの会計士から即時費用処理方法への支持があったとされている点である。会計士が
主として保守主義の観点から研究開発費の即時費用処理法を支持していたのは、資産の計
上額が実際の価値よりも著しく低くなった場合、もしくは資産に計上した研究開発費につ
いて将来の収益があがる見込みがなくなった場合に備えて、判断や見積もりのリスクを軽
減して、会計士に対する判断および訴訟を避けるためといわれている34。SFAS 第 2 号の
討議資料（Discussion Memorandum）ならびに公開草案（Exposure Draft）への意見に
おいても、当時のビッグ・エイト（Big 8）の会計事務所の半数が、即時費用処理法に賛意 
を示していたという事実もある。 
 
③不確実性の論拠として特定の実証研究への依存 
 SFAS 第 2 号では、研究開発投資が、将来の経済的便益の不確実性が高く、将来の便益
との因果関係が欠如していることの根拠として、FASBが独自に調査を行ったのではなく、
当時、公表されていた３つの実証研究を論拠としていたこと35も指摘すべき事項の一つで
あると考えられる。 
 その後の、SFAS 第 2 号に関して様々な実証研究が行われているが、全額を即時に費用
計上する方法の採用論拠と整合しないものも少なくない36。研究開発の資産計上を阻む理
由が実証研究に求められたのであれば、現在では、研究開発費の資産計上を阻む論拠とし
てさほど強固なものとはいえないのではないかという意見もある37。 
 また、経験的研究は、研究プロセス自体に何らかの意義は有するもの、その結論に至る手
続きは様々であり、この経験的研究の結論を無条件に特定の会計基準を設定するための根
拠に利用することは適切とは言い難いとの指摘もなされている38。 
 
                                                  
33 久持[1999]p121 
34 Nix and Nix [1992]p60 
35 SFAS第 2号第 41項 
36 例えば Lev and Sougiannis[1996] 
37 伊藤邦雄[2006]『無形資産の会計』p242 
38 長岡[1996]p87 
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④情報ニーズの変化 
 企業間の会計処理における多様性を排除するために、研究開発費を発生時に即時費用処
理するという根拠に関しても検討する必要がある。 
 SFAS 第 2 号は、アメリカの会計基準の中で 4 番目に不評という調査もあり39、この理
由は、SFAS 第 2 号が研究開発の不確実性に強く論拠を求め、不確実性の程度を区分する
ことなく、研究開発すべてを一様に扱ったことに向けられている。 
しかし、意思決定に有用な情報へのニーズが高まっている今日においては、必ずしも経
営者の裁量を排除することが優先されるべきではないとも考えられる。また、より経営者
に近い情報に対するニーズが高まっていることを考えれば、研究開発による将来の経済的
便益の可能性に関して、経営者の判断を取り入れる余地も広くなっているという意見もあ
る40。 
 
⑤経営者による利益操作 
 研究開発投資を資産化できない場合には、支出額そのものを削減すると、それだけ公表
利益数値が増加し、市場の期待を満たすことが可能となる。 
 実証研究において、これは実証されており41、研究開発投資を発生時に費用処理する会
計処理には、経営者による利益操作に利用される恐れもある。 
 
 
 
 
 
 
                                                  
39 Reither[1998]p289によると、SFAS第２号が会計基準の中で 4番目に不評でそれは以
下の理由によるとしている。 
 ①大部分の研究開発費は将来の経済的便益を有しており、資産の定義に合致する 
 ②裁量を排除した代償があまりに大きい 
 ③費用化することが多くの情報を提供するわけではない 
 ④すべての研究開発費を費用として認識することを要求するのは過度に保守的である 
 ⑤多くの企業の巨額の経済的資産を測定し、認識しようとする試みを排除している 
40 伊藤邦雄[2006]p243 
41 小島[2005]pp919-927 
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第４節 一部資産計上すると定める基準等42 
 研究開発投資のうち、主に開発費であるが、一定の要件を満たすものを資産計上すると
規定している会計基準等には、1973 年に AICPA（アメリカ公認会計士協会）が公表した
Accounting for Research Study（ARS）第 14号、また 1977年に ASC（会計基準審議会）
が、SSAP（英：会計実務基準書）第 13号を、そして、1978年には IAS第 9号が公表さ
れ、そして、これが改正され現在の IAS第 38号となっている。 
 これらの基準等は、IAS第 38号は IAS第 9号の改正版であり、また、IAS第 9号は、
SSAP 第 13 号の内容を取り入れたものとなっており、さらに、SSAP 第 13 号は ARS 第
14号の影響を受けている43。 
そこでこの節では一定の要件を満たすものについついては資産計上をするとしている基
準いついて見ていくことにする。 
 
第 1 項 ARS 第 14 号 
 AICPA（米国公認会計士協会）は、当時増大しつつあった研究開発費の会計処理方法が企
業間において統一性を欠き、財務諸表の比較が困難であるという現状のため、1973 年に
Accounting Research Sturdy No.14（ARS 第 14 号）を発表した。 
 ARS 第 14 号ではまず、会計処理を検討するにあたって研究開発活動の分類を検討してい
る。この結果、これまでの分類では企業間においてその範囲が様々である、会計処理につ
いては、不十分であるとして以下のようなプログラム別分類を提唱している。 
  ①継続的研究 
  ②重要な開発プロジェクト 
  ③新製品開発部門 
  ④開業準備段階の企業 
 このうち、新製品開発部門は重要な開発プロジェクトとの組織上の相違を有するに過ぎ
ず、開業準備段階の企業は継続企業の前提から外れるため検討対象としていない。 
 ARS 第 14 号においては、企業における通常の研究開発活動を継続研究と重要な開発プロ
ジェクトに区分しているのである。 
                                                  
42等としているのは、これらには ARS第 14号、SSAP第 13号、IAS38号を含むが、ARS
第 14号は会計基準ではないためである。 
43 北村[1989]p277 
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 そして、両プロジェクトの相違を以下のように区別している。 
  ・重要な開発プロジェクトに要する支出は、プロジェクトの様々なものが考えられが
一般的に継続プログラムにおける支出より多額である。 
  ・重要な開発プロジェクトは、継続研究プログラムよりも多くの人員が関与する。す
なわち、重要な開発プロジェクトでは通常、単一のプロジェクトに多くの人員が関
与するが、継続研究プログラムでは、少人数が関与する小規模プロジェクトより構
成される。 
  ・重要な開発プロジェクトは、広範囲にわたり事前の設計および計画が行われる場合
が多いが、継続研究プログラムにおけるプロジェクトは、事前の計画がほとんど行
われず着手される。 
  ・重要な開発プログラムは、継続研究プログラムよりも商業的な成功度合いが高く、
収益との最終的な関連が密接である。経営管理者は、重要な開発プロジェクトへの
支出を最終完成品へと同一視して、原価を予測収益と関連付ける傾向がある。 
 さらに、ARS 第 14 号では、会計処理方法を検討するにあたり、製造原価と期間原価とい
う従来の 2 分類では、繰延額や償却の検討について不十分であるとして事業維持原価とい
う概念を示している。事業維持原価とは、「現在の生産や販売活動には必要でないが、当該
企業の活動を維持するために行われる多様な目的を有する裁量的な支出」と規定され、研
究開発活動費以外にも将来便益を期待して行われる広告費や教育訓練費も含まれる。また、
事業維持原価は、本来ならば費用を将来便益に対応させることが求められるが、製品又は
期間によって特定の将来的便益と関連付けることが困難であるため、理論的には容認でき
ないが実務上では便宜的に即時費用処理されることが多い。このため、研究開発費に関し
ては、事業維持原価という概念をもとに個別の費目を検討して繰り延べの可否をさらに検
討することが求められる。 
 ARS 第 14 号は、以上のようなプログラム別分類と事業維持原価という概念に基づき以下
のような会計処理方法を提唱している。 
 継続研究プログラムは、主に基礎研究と応用研究のプロジェクトにより構成が行われて
おり、事業維持原価としても性格を有している。理論的には、繰延べるべきではあるが、
収益との因果関係を特定することが困難であり、多くの企業において毎期発生額が一定し
ているため、便宜的に費用処理すべきである。 
 これに対し、重要な開発プロジェクトは、継続研究プログラムと同様な問題を有するも
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のの、技術的に実行可能であることが証明されている新製品又は工程を開発するための支
出である。不確実性や回収可原価を特定することは困難であるが、以下の８基準を満たし
た場合には繰延処理すべきであるとされる。この基準は、重要な開発プロジェクトを継続
研究プログラムより区分して、繰延額を確定するために利用される。 
 ①単一の製品もしくは一連の製品又は工程を開発するために意義のあるプロジェクトを
設定し、明確に規定すること。 
②取締役会が当該プロジェクトを正式に承認すること 
③開発する製品又は工程の技術的実現可能性を特定して、記録すること 
④製品又は工程の開発、製造、販売又は利用のために適切に計画した日程に関して合理
的な見積もりが示されていること 
⑤潜在的な収益の見積もりと予想される期間を合理的に決定すること 
⑥経営管理者がプロジェクトを評価し、承認した後に発生した原価のみを繰り延べるこ   
 と 
⑦繰延額は、特定の将来期間又は契約に合理的に配分するものに限定すること 
⑧プロジェクトを定期的に評価して、完成や販売に要する原価が予想収益を上回る場合
には、その超過額を償却するための正式な手続きが設定されていること。 
 
 ARS 第 14 号は、研究開発投資について以上のような会計処理を求めている。ARS 第 14
号の特徴としては、研究開発費を単に研究と開発に区分するのではなく、特定のプロジェ
クトに集計可能か否かという視点からの分類を示した点にあるといえる。すなわち、不確
実性の問題はともかく、研究開発費を収益との関連が明確な部分と明確でない部分に区別
して処理を行う点にある。このため、実行可能性を考慮しながらも可能な限り対応概念を
適用するという特徴44を有しているといえる。 
 
 
第 2 項 SSAP 第 13 号 
イギリスでは、かなりの額の研究開発費を資産計上したまま倒産したロールス・ロイス
社の事件を契機として、研究開発費の会計処理の統一性をはかるために、会計基準審議会
（ASC）が、SSAP第 13号を 1977年に公表した。 
                                                  
44 長岡[1996]p83 
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 SSAP第 13号においては、研究開発費45は「研究開発活動に施設を供与する目的で取得
建設した工程資産の原価は、これを資産に計上し、耐用年数にわたって損益計算書を経て
減価償却しなければならない。46」とし、また「純粋研究および応用研究に要する費用は
支出した年度の損益計算書に費用として計上しなければならない。47」とし、さらに「開
発費は支出した年度に費用として計上しなければならない。ただし、要件を満たすときは
次期以降に繰り延べることができる48」としている。 
 以上のように SSAP 第 13 号においては、研究開発投資のうち、一定の要件を満たす開
発費については任意ではあるが資産計上を認めている。 
 SSAP 第 13 号が、研究開発投資についてこのような会計処理を求めた根拠としては
SSAP第 13号の 8項から 14項に以下のように述べられている。 
  
純粋研究と応用研究から発生する費用は、会社経営の活動を継続し、競争上の地位を
保持するのに必要な経営活動の一部に属するものと見ることができる。一般的にいって、
こうした費用がある特定の会計期間に利益をもたらすと期待することはできないので、
かかるコストは、発生した会計期間の費用に計上すべきである。純粋研究または応用研
究に要する費用は資産として処理することはできない。 
  しかし、新製品または新しいサービスの開発は、純粋研究および応用研究と区別する
ことができる。こうした開発に要する費用は、通常、企業家の成功および開発活動から
もたらされる将来の利益について合理的な予測によって裏づけられる。つまり、将来の
                                                  
45 SSAP第 13号 21項で、研究開発費定義を、純粋研究・応用研究・開発の主要な活動部
門の１つ又は 2つ以上に属する費用をいう（ただし、原油、ガスおよび埋蔵資源の探査や
開発にかかわる費用、または開発費と製造費用の両者を回収し得るような契約額に基づい
て開発と生産に従事し、第三者が直接もしくは確定契約によって費用を負担する場合を除
く）。としている。 
また、SSAP第 13号において純粋研究・応用研究・開発を以下のように定義している。 
純粋研究…具体的な目的をもったり、実用化を目指すのではなく、新しい科学的または理
論的研究 
応用研究…新しい科学的または技術的知識を獲得する目的だ行われる独創的または批判的
な調査で、かつ具体的な実用目的をもつ 
開発…新規のもしくは大幅に改良された材料,装置,製品またはサービスの生産あるいは新
しい工程またはシステムの導入を行うため、科学的または技術的知識を利用するこ
とをいい、商業生産の開始、実用化の着手または既存のものの大幅な改良に先立っ
て実施される。 
46 SSAP第 13号 23項 
47 SSAP第 13号 24項 
48 SSAP第 13号 25項 
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収益の増加によって利益を得たり、あるいは原価の提言をもたらしたりする。このよう
な理由から、かかる開発費は将来の収益と対応させるために回収可能と認められる期間
にわたって繰り延べるべきであると主張することもできる。 
  開発費からもたらされると予測される将来の利益を評価することができるのは、事実
上、次のような場合に限られる。 
  (1)明確な具体的プロジェクトが存在し、かつ 
  (2)当該プロジェクトに関わる費用を個別に識別できること 
 かかるプロジェクトの成否を判定するには、次の項目を調査する必要がある。 
  (1)技術的な実行可能性、および 
  (2)次のような要因に照らして検討したうえでの最終的な商業化可能性 
   ①予想される市場状態 
   ②世論 
   ③消費者ならびに環境規制 
さらに、プロジェクトに価値が認められるのは、次のような場合である。 
(1)同一のプロジェクトについて継続して発生する開発費と、それに関連する製造費用、
販売費および管理費の合計額が、当該プロジェクトからもたらされる将来の収益に
よって確実に回収されること 
(2)当該プロジェクトを完成させ、その後の運転資金の増加を賄うことができる十分な
資金を保有していること。あるいは、その調達が可能であると確実に予測できるこ
と。 
   上記の要件には、不確定要素が少なからず含まれている。このため、当該プロジェ 
クトの技術的、商業的および財務的な実行可能性を評価するに当たっては、それぞれ 
異なった立場にある人達が異なった基準に従って判断を下すことが不可欠となる。 
様々な人達が下す適正な評価を総合することによって、将来の利益の存在とその金額 
に関し幅広い評価を得ることができる。 
   このような不確実性を、慎重性概念49の見地から見ると、ほとんどの開発プロジェ 
                                                  
49 SSAP第 13号 1項によると、研究開発費に関する会計方針を決定するにあたっては、
「発生」概念と「慎重性」概念を含む会計の基礎概念を考慮しなければならないとしてい
る。SSAP第 13号によれば「発生」「慎重性」概念を以下のように規定している。 
「発生」概念によると、収益および費用は発生に基づいて認識し、両者は対応され当該会
計期間に計上される。 
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クトの将来利益は不確実なものであって、開発費を繰り延べることは妥当ではないと 
いえよう。しかしながら、業種によっては、厳格な要件を満たすような大規模開発プ 
ロジェクトが数多くみられる。したがって、開発プロジェクトに要する費用に関し、 
入手可能な証拠によって、慎重性の見地からこの基準を満たしていると判断した場合 
には、開発費を繰り延べ、その効果が期待される期間にわたって償却することが認め 
られる。 
 このように、SSAP第 13号は、一定の要件を満たす開発費については資産計上を認めて
いたが、実際に資産計上していた企業は、税制の影響などからごくわずかであったといわ
れている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                                                                                                       
「慎重性」概念によると、収益および利益は予測してはならず、現金または現金への最終
的転換が合理的な確実性をもって保障しうるような資産形態をとることで実現された場合
に限ってこれを計上することができる。 
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第 3 項 IAS 第 38 号 
１．IAS第 38号の歴史 
 
IAS 第 38 号の歴史 
1978  IAS 第 9号公表 
  
1993  改訂 IAS 第 9号 公表 
  
1998  IAS 第 38号公表 
  
2004  改訂 IAS第 38号公表 
 
 
国際財務報告基準における、研究開発費に関する会計処理は、SSAP第 13号を基本的に
取り入れられたとされている50。そして、1978年公表の IAS第 9号「研究開発費の会計」
から 2004 年に公表された改訂 IAS 第 38 号「無形資産の会計」まで 4 回の変遷を経てい
る。国際財務報告基準においては、1978 年の IAS 第 9 号の段階から研究開発の将来便益
の不確実性の程度に応じて会計処理をわけるというスタンスを取っている。 
まず、IAS第 9号から見ていくことにする。 
 IAS 第 9 号は、原則として、研究開発費を即時に費用処理することを求めている51。し
かし、一定の条件を満たす開発費は繰延処理できるとしている52。IAS 第 9 号がこのよう
な会計処理を定めた根拠としては、研究開発費は、研究開発活動からもたらす将来の便益
と、当該便益を享受する期間が極めて不確実であることから、現在の研究開発費と将来の
便益との直接的関係がほとんど無い53というものによる。これは、SFAS 第 2 号による研
究開発費を即時費用処理する根拠と同様のものであると考えられる。しかし、IAS第 9号
では、開発に係るコストにおいては、製品又は生産方法が、技術的にも商的にも実現可能
                                                  
50 北村[1989]p278 
51 IAS第 9号 9項 
52 IAS第 9号 10項 
53 IAS第 9号 9項 
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であり、かつ当該企業が製品を販売する、もしくは生産方法を利用するのに十分な資源を
有していることが証明できる場合には、不確実性は十分に低下する。このような場合には、
開発活動の将来期間に繰延べることが適切である54とし、IAS第 9号 17項が掲げる要件55
のすべてが満たされる場合には、プロジェクトの開発費は将来の期間に繰延べることがで
きるとしている。 
 このように、1978 年公表の IAS 第 9 号では、技術的実現可能性や将来の市場性、もし
くは自社にとっての有用性が立証できることなどを条件として、開発費を繰延べることを
認めたのである。ただし、IAS第 9号は企業が繰延べ処理を選択するのを認めたのであり、
そうした開発費に資産性があることを積極的に認めたわけではない。 
 なお、開発費の繰延べはその後の開発コスト、関連する製造コスト、当該製品を販売す
る際に直接益に発生する販売費および一般管理費と合わせて、将来収益から回収されるも
のと期待される金額を上限とするとされている56。 
 その後、IAS第 9号は、研究開発活動に関するコストを資産として認識すべきか、費用
として認識すべきかを峻別するための基準を確立することを目的として、1993年に改訂さ
れた。主な変更点は、研究活動と開発活動の定義をより具体的に示すとともに、開発費の
資産計上の要件を再定義し、この要件を満たす開発費の資産計上を強制したことである。 
 この改訂 IAS第 9号において、研究開発費の認識について以下のように述べている。 
研究開発費の複数期間への配分は、コストと企業が研究開発活動から得られることを期待
する経済的便益との関係によって決定される。コストが将来の経済的便益を生じさせる可
能性が高く、かつ当該コストを信頼を持って測定できる場合、当該コストは資産認識基準
を満たす。研究は、特定の研究支出の結果として実現する将来の経済的便益が十分に確実
                                                  
54 IAS第 9号 10項 
55 IAS第 9号 17項の掲げる要件は以下のものである。 
①製品またはプロセスが明確に定義され、当該製品またはプロセスに帰属するコストが
個別に把握できること 
②製品またはプロセスの技術的実現可能性が立証されていること 
③当該企業の経営者が当該製品またはプロセスを製造、販売または使用する意図を表明
していること 
④当該製品またはプロセスについて将来の市場性の明確な兆候があること、もしくは販
売するのではなく内部で使用する場合には、その使途が企業にとって有用であること
を立証できること 
⑤プロジェクトを完了し、製品またはプロセスを販売するために十分な資源がある、も
しくは入手可能であると合理的に期待されること 
56 IAS第 9号 18項 
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ではないという特徴をもつ。したがって、研究コストは発生時に費用として認識される。
開発活動は、プロジェクトが研究フェーズの活動よりもずっと進んだ段階であるため、企
業が将来の経済的便益を享受する可能性を判断できる場合があるという特徴を持つ。した
がって、開発コストは、将来の経済的便益を生じさせる可能性が高いことを示す一定の規
準を満たす場合には資産として認識される57。 
 このように、改訂 IAS第 9号では、資産の認識規準58に照らして、研究開発活動にかか
るコストを費用として認識するか、資産として認識するかを検討している。ここで、研究
開発コストが資産性を持つか否かの鍵を握るのは、将来の経済的便益を生じさせる可能性
の高さある。改訂 IAS第 9号は、プロジェクトが進展した開発の段階では、将来の経済的
便益の実現の不確実性が低下するケースがあるため、その場合には資産の認識規準を満た
すとしている。 
 その後、改定 IAS 第 9 号は、1998 年に IAS 第 38 号「無形資産」への統合に伴って廃
止され、さらに IAS 第 38 号は 2004 年に IFRS 第 3 号「企業結合」の公表に伴って改訂
されている。改訂 IAS第 38号は、「企業結合の会計と企業結で取得されたのれんと無形資
産の取得後の処理の質を改善し、その国際的統合を図る」ことを目的とする、企業結合プ
ロジェクトの第 1 段階として公表された。このため、2004 年の改訂は企業結合に関連す
る部分に限られている。このうち、研究開発費に関する最大の変更点は、企業結合で取得
された仕掛中の研究開発プロジェクトの処理が明示されたことである。 
 
 
 
 
                                                  
57 改訂 IAS第 9号 14項 
58 改訂 IAS第 9号で開発費の資産計上を要求する際の規準は、基本的に IAS第 9号にお
ける規準をより明確にしたものとなっている。改訂 IAS第 9号では以下の要件を規定して
いる。 
①製品またはプロセスが明確に定義され、当該製品またはプロセスが帰属するコストが
個別に認識可能であり、信頼をもって測定できること 
②製品又はプロセスが技術上の実行可能性が立証できること 
③製品またはプロセスを製造、販売または使用する意図があること 
④当該製品またはプロセスの市場が存在すること、あるいは、販売ではなく、内部で使
用するのであれば、それの使用が企業にとって有用であることが立証できること 
⑤プロジェクトを完了し、製品又はプロセスを販売もしくは使用するために十分な資源
がある、もしくは入手可能であることを立証できること 
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２．IAS 第 38 号 
IAS 第 38 号において、研究開発投資に関する会計処理は、研究局面においては「研究
（又は内部プロジェクトの研究局面）から生じた無形資産を認識してはならない。研究（又
は内部プロジェクトの研究局面）に関する支出は、発生時に費用として認識しなければな
らない。」とされている59。開発（又は内部プロジェクトの開発局面）から生じた無形資産
は、企業が一定の要件60をすべて立証できる場合に限り認識しなければならない」とされ
ている。 
 IAS 第 38 号は、研究開発投資についてこのような会計処理を定めた根拠とし以下のよ
うに述べている。研究局面においては、「内部プロジェクトの研究局面においては、企業は、
将来の経済的便益を創出する可能性の高い無形資産の存在を立証することはできない。し
たがって、この局面での支出は、いかなる場合でも、発生時に費用として認識する。」とし
ている61。また、開発局面においては、「内部プロジェクトの開発局面では、企業は、いく
つかの例では、無形資産を識別でき、かつ資産が将来の経済的便益を創出する可能性が高
いことを立証できる。62」ためと理由付けを行っている。さらに、IAS第 38号を承認する
ときの国際会計基準委員会（IASC）の考え方は、「外部から取得された無形資産及び開発
行為により生じる自己創設無形資産に関する規定にはどのような差異も存在すべきではな
いとい。63」というものであった。つまり、IAS の考え方は、自己創設無形資産は、無形
資産の定義及び認識要件64が満たされる場合には、認識すべきであるという考え方である。
                                                  
59 IAS第 38号 54項 
60 IAS第 38号 57項に規定されている要件とは以下のものである。 
①使用又は売却できるように無形資産を完成させることの、技術上の実行可能性 
②無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却するという企業の意図 
③無形資産を使用又は売却できる能力 
④無形資産が可能性の高い将来の経済的便益を創出する方法。とりわけ、企業は無形資産
の産出物の、又は無形資産それ自体の市場の存在を、あるいは、無形資産を内部で使用す
る予定である場合には、無形資産の有用性を立証しなければならない 
⑤無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却するため必要となる、適切な技
術上、財務上及びその他の資源の利用可能性 
⑥開発期間中の無形資産に起因する支出を、信頼をもって測定できる能力 
61 IAS第 38号 55項 
62 IAS第 38号 58項 
63 IAS第 38号 BCZ40 
64 IAS第 38号では、無形資産を「実質的実体の無い識別可能な非貨幣性資産という。」と
定義している。そして、識別可能性の基準を満たすものは①分離可能であること、すなわ
ち資産又は負債と独立に、または関連する契約と一体として、企業から分離又は区分、売
却、譲渡、ライセンス、賃貸又は交換できること、または②そのような権利が譲渡可能で
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また、この自己創設無形資産に関する認識要件は、企業が無形資産を取得する場合はいつ
でも黙示的に満たされていると推定されるため、企業は、自己創設無形資産がこの要件を
満たされている示すことを要件としている65。 
 このように、IAS 第 38 号は、自己創設無形資産の資産性を認めるともに、外部から取
得した無形資産と同様の会計処理を行うべきという考え方にと基づき、一定の要件を満た
す開発活動は資産として計上することを強制しているのである。 
 
 
 
 
第５節  一部資産計上すると定める基準等に対する検討事項 
この節では、研究開発投資のうち、一定の要件を満たすものは資産計上すべきとする会
計処理理に付随すると考えられる検討事項について述べる。 
 
第 1項 研究開発投資の資産性 
 研究開発投資の資産性を検討する前に、まず資産とは何かについて、主に日本、米国、
国際財務報告基準の概念フレームワークを基に整理しいていく。 
 日本の概念フレームワークにおいて、資産とは「過去の取引又は事象の結果として、報
告主体が支配している経済的資源をいう」とされている66。また、米国においては、資産
とは「過去の取引又は事象の結果として、ある特定の実体により取得または支配されてい
る、発生の可能性の高い将来の経済的便益である。」と定義される67。さらに、IASB フレ
ームワークにおいては、資産とは「過去の事象の結果として特定の企業が支配し、かつ、
                                                                                                                                                       
あるか、または企業あるいは他の権利・義務から分離可能であるか否かに関わらず、契約
又はその他の法的権利から生じるものであること。 
また、IAS第 38号において無形資産として認識するには、企業は①無形資産の定義②認
識要件を満たす必要があるとしている。 
 無形資産の定義は上で述べたとおりである。認識要件については、①資産に起因する、
期待される将来の経済的便益が企業に流入する可能性が高く、かつ②資産の取得原価は信
頼性をもって測定できることを満たす必要があるとしている。 
65 IAS第 38号 BCZ42 
66 財務会計の概念フレームワーク第 3章第 4項 
67 SFAC第 6号 25項 
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将来の経済的便益が当該企業に流入すると期待される資源をいう。」と定義される68と定義
されている。 
 資産の定義においては、過去の事象の結果、報告主体による支配、経済的資源などを要件
とする点で、各基準の資産の定義については同等であると考えられる。 
 次に、研究開発投資においてこの資産の定義を満たしうるか、つまり、研究開発投資は
資産性を有するかについて検討していく。 
 企業が研究開発に資金を投資する目的は、将来の経済的便益をもたらすことを期待して
行われるため、将来の経済的資源をもたらすと期待されていることには間違いなく、過去
の取引又は事象の結果であることも、特定の報告主体によって支配されていることも満た
すと考えられる。このため、資産の定義を満たしうると考えることが出来る。しかし、100％
満たすかといわれるとそうでもなく、FASB のいう「発生の可能性の高い」および IASB
で言うところの「期待」の程度をどの程度に捉えるのかによって、資産の定義を満たし得
ない研究開発投資も存在することになると考えられる69。 
 つまり、研究開発投資には、資産性を有すると認められると考えられる部分と、資産性
が認められるとするには至らない部分が混在していると考えられる。 
 
資産の定義の比較 
討議資料 過去の取引または事象の結果として、報告主体が支配している
経済的資源 
FASB概念書 過去の取引また事象の結果として、ある特定の実態により取得
または支配されている、発生の可能性の高い将来の経済的便益
FASB概念書 過去の事象の結果として特定の企業が支配し、かつ、将来の経
済的便益が当該企業に流入すると期待される資源 
 
 
 
 
                                                  
68 財務諸表の作成表示に関するフレームワーク第 49項 
69 徳賀[2006]p687 
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第 2項 資産計上の要件の検討70 
 第 1項でみたように、研究開発投資には、資産性を有すると認められる部分と、資産性
を有するとはするには至らない部分とが玉石混合となっている。そのため、研究開発投資
を、一部でも資産計上するには、この研究開発投資から玉を、つまり資産性の有する部分
を抜き出す一定の要件が必要となる。 
 これまでに、この玉を抜き出そうと試みた会計基準等には、上記でも示した通り、ARS
第 14号、SSAP（英：会計実務基準書）第 13号、IAS第 9号、IAS第 38号がある。以下
では、これら基準がどのような要件を定めているのか、またこの要件の不備について検討
する。 
 まず、それぞれの基準等においてどのような用件が設けられているのかについてみてい
く。 
 
・ARS第 14号における要件 
①単一の製品もしくは一連の製品又は工程を開発するために意義のあるプロジェクトを設
定し、明確に規定すること。 
②取締役会が当該プロジェクトを正式に承認すること 
③開発する製品又は工程の技術的実現可能性を特定して、記録すること 
④製品又は工程の開発、製造、販売又は利用のために適切に計画した日程に関して合理的
な見積もりが示されていること 
⑤潜在的な収益の見積もりと予想される期間を合理的に決定すること 
⑥経営管理者がプロジェクトを評価し、承認した後に発生した原価のみを繰り延べること 
⑦繰延額は、特定の将来期間又は契約に合理的に配分するものに限定すること 
⑧プロジェクトを定期的に評価して、完成や販売に要する原価が予想収益を上回る場合に
は、その超過額を償却するための正式な手続きが設定されていること。 
 
・SSAP第 13号における要件 
                                                  
70 ここで検討する要件は、開発活動を資産計上するための要件である。第 1項で述べたよ
うに、研究開発投資のうち一部は資産性を有すると考えられる。それは、研究活動も該当
すると考えられる。しかし、本論文ではこれまで研究活動については資産計上の要件が定
められていないこと、例えその一部が資産性を有するとしても研究活動は依然として将来
収益の獲得の蓋然性が高いと考えられるため資産計上の対象とはしていない。 
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①明確に定められたプロジェクトが存在すること 
②当該開発費を個別に識別することができること 
③当該プロジェクトの成否を、次の面からかなり正確に評価できること 
 1)技術的実行可能性 
 2)予想される市場状態（競争製品を含む）、世論、消費者及び環境に関する規制といった
要因に照らして検討したうえでの最終的な商業化の可能性 
④当該繰延開発費、完成までに要すると見込まれる追加開発費、関連する製造費用および
販管費・一般管理費を含めたコストを、将来得られる販売収益又はその他の収益によって
回収しうることが確実に予測できること 
⑤当該プロジェクトを完成させ、その後の運転資金増加を賄うことの出来る十分な資金を
保有していること。あるいは、その調達が可能であると確実に予測できること。 
 
・IAS第 38号における要件 
①使用又は売却できるように無形資産を完成させることの、技術上の実行可能性 
②無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却するという企業の意図 
③無形資産を使用又は売却できる能力 
④無形資産が可能性の高い将来の経済的便益を創出する方法。とりわけ、企業は、無形資
産の産出物の、又は無形資産それ自体の市場の存在を、あるいは、無形資産を内部で使用
する予定である場合には、無形資産の有用性を立証しなければならない 
⑤無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却するために必要となる、適切な
技術上、財産上及びその他の資源の利用可能性 
⑥開発期間中の無形資産に起因する支出を、信頼性を持って測定できる能力 
 
 これまでにこれらの要件を定め、開発費の資産計上をしようと試みられている。以下で
は、現在実際に適用されている IAS第 38号の要件について検討していく。 
IAS第 38号 57項が定める開発費の資産計上の要件は、同 2項が定める無形資産の認識
のための 2要件を、開発費についてより具体化したものと考えられる71。IAS第 38号が定
める 6つのうち、開発費中の無形資産によって企業が将来の収益を獲得する蓋然性に関し
ては、まず、開発中の無形資産を完成させ、それを自社の生産過程等で使用するか、また 
                                                  
71 豊田・小林[2008]p28 
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・IAS第 38号の要件の検討 
要件の性質 資産計上要件 
【分類１a】企業の主観的な意図の存否による要件
②無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却
するという企業の意図 
 
【分類１】開発中の無形資産によって、企業が将来
の収益を獲得する蓋然性が高いと判断されるため
の要件 
【分類１b】企業の意図以外の事実から判断する要
件 
【分類１b①】無形資産の開発の完成可能性に関す
る要件 
①使用又は売却できるように無形資産を完成させ
ることの、技術上の実行可能性 
⑤無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又
は売却するために必要となる、適切な技術上、財
産上及びその他の資源の利用可能性 
【分類１b②】開発の完成した無形資産の使用又は
販売の可能性に関する要件 
③無形資産を使用又は売却できる能力 
④無形資産が可能性の高い将来の経済的便益を創
出する方法。とりわけ、企業は、無形資産の産出
物の、又は無形資産それ自体の市場の存在を、あ
るいは、無形資産を内部で使用する予定である場
合には、無形資産の有用性を立証しなければなら
ない 
⑤無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又
は売却するために必要となる、適切な技術上、財
産上及びその他の資源の利用可能性 
【分類 2】開発中の無形資産の取得原価を信頼を持
って測定できると判断されるための要件 
⑥開発期間中の無形資産に起因する支出を、信頼性
を持って測定できる能力 
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は完成した無形資産そのものを市場を通じて、将来の収益の獲得に結びつけることが想定
されている。そもそも企業が開発活動を行うのは、それを完成させて将来の収益獲得に役
立てようとする意図が存在するためであり、また、開発の成果を利用する方法についての
見込みも無いままに開発活動を行うことも考えにくい。そのため、表１a の要件である②
の無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却するという企業の意図や、１b②の要
件である④の無形資産が可能性の高い将来の経済的便益を創出する方法。とりわけ、企業
は、無形資産の産出物の、又は無形資産それ自体の市場の存在を、あるいは、無形資産を
内部で使用する予定である場合には、無形資産の有用性を立証しなければならない要件に
ついては、多くの場合当然に満たしうると考えられる。 
そうであるとすれば、より実質的な要件は、無形資産の開発の完成の可能性に関する１
b①の要件である①の使用又は売却できるように無形資産を完成させることの、技術上の
実行可能性、および⑤の無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却するため
に必要となる、適切な技術上、財産上及びその他の資源の利用可能性や、開発の完成した
無形資産の使用又は販売の可能性に関する１b②要件である③の無形資産を使用又は売却
できる能力、⑤の無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却するために必要
となる、適切な技術上、財産上及びその他の資源の利用可能性および、開発中の無形資産
の取得原価を信頼性をもって測定できるための分類２の要件である⑥の開発期間中の無形
資産に起因する支出を、信頼性を持って測定できる能力であると考えられる。 
また、資産計上の要件については、次章で、実際に IAS 第 38 号を適用している企業に
ついて見ていくが、それを踏まえ、次章で再検討する。 
 
 
第 3項 情報ニーズ 
 企業の研究開発投資の重要性が増し、当該事項に関する情報開示のニーズが高まる中で、
企業の研究開発活動の成果が将来の企業の事業活動に重要な影響を与えるにもかかわらず、
すべての研究開発費を発生時に費用として処理する現行の我が国の取り扱いは適当ではな
く、資産性が明確である一定の開発費については、無形資産として貸借対照表に計上し、
収益獲得に貢献する期間にわたって償却すべきであるという考えがある。しかし、例えば、
国際財務報告基準においても、企業の行う研究開発投資のすべてに資産計上を求めている
わけではない。そのため、研究開発投資の一部についてのみ貸借対照表に計上することの
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意味や、その情報としての有用性は明らかではないという考え方もある。 
  
 
第 4項 費用対効果の考慮 
 一定の開発費の資産計上とその後の会計処理を求めれば、財務諸表作成者の負担は大幅
に増大するため、開発費の資産化を求めるか否かの判断にあたっては、この点も考慮すべ
きである。このような負担の増加が、提供される財務情報の有用性の改善に見合ったもの
であればよいが、提供される情報の有用性の改善が負担の増加に見合わない場合には、開
発費の資産計上を求めるべきではないことになる。したがって、研究開発費の資産化を求
めることによる利害得失の評価に依存していると考えられる。 
 
 
第 5項 仕掛研究開発と自己創設無形資産 
企業結合において、取得企業は被取得企業の仕掛中の研究開発投資プロジェクトが IAS第
38号の無形資産の定義を満たし、かつ、その公正価値を信頼を持って測定できる場合には
当該プロジェクトをのれんから区別して仕掛中の研究開発投資を無形資産として認識する
としている72。 
これに対し、IAS 第 38 号においては、研究から生じる無形資産を認識してはならない
とし、研究に関する支出は、発生時に費用として認識しなければならないとしている。IAS
第 38 号がこのように定めているのは、内部プロジェクトの研究局面においては、企業は
将来の経済的便益を創出する可能性が高い無形資産の存在を立証することはできないとし
ているためである73。 
 このように、企業結合により取得された仕掛中の研究開発プロジェクトについて、社内
で開始する同様のプロジェクトとは別の会計処理を行う事になる。この点について IFRS
第 3 号 BC106 においては、別の会計処理となるという問題が、取得された無形資産をの
れんに含める根拠にならないとしている。 
 しかし、IAS 第 38 号の自己創設無形資産の認識においては、外部から取得された無形
                                                  
72 IFRA第 3号 45項 
73 IAS第 38号 54．55項 
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資産と自己創設無形資産にはどのよう差異も存在すべきでないという考えである74。この
考え方を適用するのであれば、仕掛中の研究プロジェクトを企業買収時に資産として計上
するのと同様に、内部創出の研究プロジェクトから生じた無形資産も無形資産として認識
するべきとすべきではないのか。この点について IFRS については矛盾が生じていると考
えられる。 
 
 
 
第６節 章のまとめ・考察 
 この章では、発生時に全額を費用処理すると定めている、日本、米国の会計基準につい
て、その基準が設定されるまでの歴史的経緯、その基準が設定された根拠、およびその基
準について指摘されている事項（主に、米国）について検討した。そして、研究開発投資
のうち、一定の要件を満たすものを資産計上すべきとする、国際財務報告基準、およびそ
れに影響を与えたと考えられている ARS 第 14 号、SSAP 第 13 号について、設定されるまで
の経緯、その基準が設定された根拠、および基準に対して指摘されている事項について検
討した。 
 これによると、発生時に全額を費用処理すると定めている、日本、米国の会計基準に
ついては、発生時に全額費用処理するとする明確な根拠が乏しいと考えられることがわか
った。発生時に全額費用計上すべきと定める根拠として、SFAS 第 2 号によって一定の根
拠付けはなされているが、現在では、その設定根拠を覆すような研究も多数存在していき
ている。そのため、30数年前の状況における設定根拠が、現在にも同様に適用できるのか
どうか疑問がる。さらに、SFAS 第 2 号が、発生時費用処理を認めたのは、税制の影響に
より SFAS第 2号が定められる以前に、研究開発投資を発生時費用処理するという会計処
理が実際多くの企業で採用されていたこと。また、監査上の問題から認めたに過ぎないと
いうことも指摘されている。このように、SFAS 第 2 号は、税制の影響や、監査上の問題
点等、会計理論とは別の要因によって定められたと考えられることもできる。 
また、研究開発投資のうち、一定の要件を満たすものを資産計上すべきとする会計処理
については、国際財務報告基準においては、研究開発投資に資産性を認め、一定の要件を
定め、その要件を満たす開発活動については、資産計上すると定めている。しかし、この
                                                  
74 IAS第 38号 BCZ40 
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要件についても、経営者の恣意性が介入する余地が十分に存在し、会計的操作に使われる
恐れがあるとの指摘もある。 
以上のように、両者の基準についてはともに解決しなければならない問題点を抱えてい
ることがわかった。 
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第５章 IAS第 38号適用企業の実態 
 
第 1 節 はじめに 
前章において、国際財務報告基準が定めた、研究開発投資の開発活動のうち、資産計上
の要件を定めた規定について、経営者の恣意性が介入する恐れがある等の一定の問題点浮
き彫りとなった。 
この章では、実際に IAS 第 38 号が適用されている企業について事態調査を行い、研究
開発投資の一部を資産計上するにあたって、企業ごと業種ごとに一定の研究開発投資の資
産化に傾向があるのか、そのような傾向があるとすればなぜなのかについて検討する。 
 また、その検討を踏まえ、アニュアルレポートや、企業・業種の製品の特性に応じてそ
の傾向について考察を加えた。 
 
 
第 2 節 実態調査 
１．実態調査の概要 
ここでとりあげた企業は、EUのEUROPEAN COMMISSIONが公表した、The 2009 EU 
industrial R&D investment SCOREBOADにおいて、EU域内における研究開発投資額の
上位 1,000 社のうち上位 50 社を対象としている。この上位 50 社のうち、IFRS 適用を適
用していない企業、アニュアルレポートによって資産化されている額などが不明な企業も
あり、その数を抜かすと 40 社になる。The 2009 EU industrial R&D investment 
SCOREBOADにおいては、EUの企業 1,000社を対象としているが、上位 50社で対象企
業 1,000社の研究開発投資額総額の約 68%を占めている75。また、企業の分類も、The 2009 
EU industrial R&D investment SCOREBOADによっている。 
 
2．実態調査の要約 
今回の実態調査の対象企業 40社において、IAS第 38号に定める要件を満たす開発費を
資産計上している企業は、約半数の 28社にのぼることがわかった。しかし、この 28社の
中でも、1３社は、研究開発支出総額に対する資産計上の割合が、10％未満であった。ま
                                                  
75 2008年度ベースで、EU域内の 1,000社の研究開発支出合計は、130,412millionユー
ロであるのに対して、上位 50社の研究開発支出合計は 89,118milloユーロである。 
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た、開発費を資産計上している、28社のうち、1１社が Automobiles & partsつまり、自
動車関連企業であった。 
また、2008年から 2005年程度の経年で見てみると、資産計上していた企業は一貫して
資産計上し、資産計上していない企業は一貫して資産計上していないという傾向が見られ
た。また、資産計上している企業においては、資産化率が高い割合で上昇している企業も
見受けられるが、資産化率が上昇、下降を繰り返しているような企業は見受けられなかっ
た。 
次に、業種ごとに見てみる。サンプル数に偏りがあるため、比較的数の多い業種に限り
見ていく。 
 
表：業種別資産計上企業数 
業種 社数 資産化企業数 
Aerospace & defence 3 3 
Automobiles & parts 11 11 
Chemicals 3 3 
Electrical components & equipment  2 2 
Electricity 1 1 
Fixed line telecommunications  4 2 
Food producers 1 0 
Industrial machinery  1 1 
Leisure goods 1 1 
Oil & gas producers  1 0 
Personal goods 1 0 
Pharmaceuticals  7 1 
Semiconductors 1 1 
Software  1 0 
Telecommunications equipment  2 ２ 
計 40 28 
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Automobiles & partsにおいては、11社中すべての企業が資産化している状況であった。
この 11社のうち、8社は、資産化率が 10％超えており、そのうち 6社は資産化率が 30％
～50％と高い資産化率を示していた。また、資産化率が、30％を超えるような業種は、
Automobiles & parts以外に無い。この資産化率は、研究開発投資総額に対する割合であ
るが、開発投資に対する割合を考えると、その率は非常に高いものとなるのではないかと
想定できる。 
Pharmaceuticals の分野においては、7 社のうち 1 社しか、研究開発支出のうち資産計
上を行っていなかった。しかも、この 1 社も研究開発支出に占める資産計上割合は 0.7%
とほぼ資産計上なされていないに等しいものとなっていた。 
Fixed line telecommunicationsにおいては、４社のうち 2社が資産計上していた。しか
し、資産計上額にはソフトウェアの資産化額も含まれるとされており、特に Telecom Italia
においては、資産計上のほとんどがソフトウェアであるとされている。 
 Aerospace & defenceにおいては、4社のうち 3社が資産計上していた。資産計上して
いた企業においても資産化率は数％～数十％とばらつきが見られた。 
 Chemicals においては、3 社中すべての企業で資産化されていたが、3 社ともに資産化
率は１～２％と非常に少ない傾向を示していた。 
 
  このように、その業種によって、①高い割合で資産化できている企業、②資産化して
いる企業や資産化していない企業が混在しその資産化割合も混在化している業種、③資産
化していてもほぼ０に近いか資産化していない業種の 3つのグループに分類できるように
思える。 
しかし、自ら行った実態調査では、EU 域内企業における研究開発投資額上位５０社を
選んだため、業種によってサンプル数の過多におきな差があり、これのみをもって本当に
上記のような傾向があると言えるかどうかは問題がある。そこで、ASBJにおいても、IAS
第 38号を適用している企業の 2007年度版アニュアルレポートを用いて実態調査を行った
調査結果があるので、その調査結果をみていきこの同様にこの傾向がいえるか見てみる。 
この ASBJが行った調査は、どのような基準で企業を選んだのか、また、どのような基
準により企業を分類したのか不明である。そのため、自らが行った実態調査で対象とした
企業と、その分類は異なっていること、また、ASBJ が行った実態調査において研究開発
費総額の算定が誤っていると思われる箇所があるということを最初に述べておきたい。 
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ASBJ が行った調査においても、①高い割合で資産化できている企業、②資産化してい
る企業や資産化していない企業が混在しその資産化割合も混在化している業種、③資産化
していてもほぼ０に近いか資産化していない業種に分類できるとしている。 
また、開発費の資産計上をほとんど行わずに費用処理している業界としては、製薬業界、
食品・飲料業界、化学業界であったとしている。企業ともに相当程度の開発費を資産計上
している業界については、自動車（完成車）であったとしている。開発費をすべて費用処
理している企業と、一部資産計上している企業とが混在している業界においては、自動車
（部品業界）電気業界、紙・パルプ業界であったとしている。 
 この ASBJが行った実態調査においても、自らが行った実態調査と同様に３つのグルー
プに分けることができ、それぞれのグループに属する産業も同様であることがわかった。 
 これにより、研究開発投資の資産化は業種により一定の傾向があるいうことがいえると
結論付けることができると考える。 
 
３．実態調査の考察 
 事例調査によって、研究開発投資の資産化についておおよそ３つの傾向があるとわかっ
たが、このような傾向に分かれるのはなぜなのかについて、アニュアルレポートによる会
計方針の開示からの考察、及び、企業が属する産業の製品の特性から考察していく。 
 
（１）アニュアルレポートの会計方針の開示からの考察 
まず、Pharmaceuticalsと Automobiles & partsのアニュアルレポートから読み取れる
研究開発投資に関する会計方針の開示から考察する。 
上記実態調査によると、EU における研究開発投資額上位 50 社の総額 89,118million
ユーロのうち、約３１％が Automobiles & parts の分野であり、また約 19％が
Pharmaceuticals の分野であった。EU の研究開発支出額上位 50 社の企業の約 50％がこ
の 2 分野で占められていた事になる。しかし、研究開発投資額上位 50 社の研究開発費投
資総額の約 50％を占めるこの２分野における、開発費の資産計上割合をみてみると、両者
ともに多額の研究開発投資を行っているにもかかわらず、資産化割合は、Pharmaceuticals
は、ほぼすべての企業で研究開発投資額を資産化していなかったのに対し、Automobiles & 
parts は、すべての企業で資産化されていた。両業種は、研究開発投資額が多額にのぼる
にもかかわらず、ことなる資産化傾向が顕著であるためこの 2業種を取り上げ考察する。 
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まず、Pharmaceuticalsについてみていく。 
 Pharmaceuticals において最も研究開発投資額の多かった Sanofi-Aventis においては、
「開発費は、発生時の費用としており、資産計上はしていない。なぜなら、資産計上の基
準が、規制当局からの市場での新薬販売の許可が得られるまでは満たされないと考えられ
るからである。」としている。 
 また、2番目に研究開発投資額の多かった GlaxoSmithKlineは、Pharmaceuticals分野
において、資産化率は 0.7%と非常にわずかであるが、唯一資産している企業であるが、「開
発費は、資産計上の認識規準が満たされ時に、すなわち、通常は主要な市場において当局
による認可の申請が行われ、認可の許可が高い確率で下りると考えられる場合を除き、い
かなる開発費も発生した期間の費用として処理している。」としている。 
 ３番目に研究開発投資額の多かった AstraZenecaにおいても、「開発費にかかる支出は、
IAS 第 38 号の認識規準に合致した場合にのみ資産計上される。当局による認可及びその
他の不確実性が存在する場合にはそのような基準は満たされず、損益計算書に費用として
認識される。所管する規制当局から新薬の認可を受ける前の時点についてはほとんど例外
なくこのような状況に当てはまる。しかしながら、認識規準が満たされるような状況であ
れば、無形資産が計上される。」としている。 
 他の企業においても、やはり、新薬についての規制当局からの許可が下りるまでは、資
産計上できないと開示されている。 
 このように、Pharmaceuticalsにおいては、研究開発投資額は多額にのぼるが、新薬の
認可が下りるまでは、不確実性が高く、IAS 第 38 号の資産計上の規準を満たさないとし
て、資産計上できないとしているのである。 
 次に Automobiles & partsについてみていく。 
Automobiles & parts分野において、研究開発投資額が最も多かった Volkswagen は、
2008 年度の資産化率は約 37％であるが会計方針において「将来の大量生産に係る開発費及
び社内発生無形資産は、製品の製造が VW グループに経済的便益をもたらすと考えられる
場合に原価で資産化される。資産化のための規準が満たされない場合には、発生した年度
の損益計算書で費用として処理される。」としている。 
また、２番目に研究開発投資額が多かった Daimler においては、「IAS38 号の資産化
規準を満たした開発費は認識される。」と開示されている。 
さらに、BMW においては、「乗用車及びエンジンのプロジェクトに係る開発費は、原
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価が信頼性をもって配分され、かつ技術的な実行可能性及び市場での販売可能性が保証さ
れている限りにおいて、製造原価額で資産化される。また、開発費支出は将来の経済的便
益をもたらす可能性が高くなければならない。」と開示されていた。 
Automobiles & partsにおける会計方針の開示においては、なぜそれほど多くの開発費
が資産計上することができたのかについて具体的な開示は行われていなかった。 
 
 Pharmaceuticalsと Automobiles & partsについて、研究開発投資額は、両者ともに多
額にのぼるにもかかわらず、資産化率に大きな差が生じるのかについて、それぞれの業種
に属する企業のアニュアルレポートに開示されている会計方針をもとに考察してきた。こ
れにより判明したことは、Pharmaceuticals分野においては、新薬の販売前には、新薬の
許可が必要であるという、業界特有のプロセスがあり、その許可が下りるまでは、その不
確実性が高いとされ研究開発投資額は資産化されないということである。Automobiles & 
partsについては、会計方針をみても、なぜ、他の業種と比べ高い資産化率であるのかは、
判明することはできなかった。 
 
 表：Automobiles & partsと Pharmaceuticalsの企業の資産化率 
Automobiles & parts企業 資産化率  Pharmaceuticals企業 資産化率 
Volkswagen 0.374008  UCB 0 
Daimler 0.312247  Sanofi-Aventis 0 
Robert Bosch 0.039837  GlaxoSmithKline 0.007039 
BMW 0.427374  AstraZeneca 0 
Peugeot (PSA) 0.448988  Boehringer Ingelheim   0 
Renault 0.503356  Merck 0 
Fiat 0.373112  Novo Nordisk 0 
Continental 0.01706    
Porsche Automobile 0.067853    
Valeo 0.187023    
ZF 0.01194    
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（２）製品の特性による考察 
 研究開発投資の資産化についておおよそ３つの傾向があるが、このような傾向に分かれ
るのはなぜなのかについて上記実態調査でとりあげた業種の製品の特性について考察して
いく。 
 ここでもう一度、開発の定義について、整理しておく。開発の定義は、IAS 第 38 号○
項によると、開発とは、「事業上の生産又は使用の開始前における、新しい又は大幅に改良
された材料、機械、製品、工程、システム又はサービスによる生産のための計画又は設計
に関する、研究成果又は他の知識の応用をいう。」とされている。この定義からは、開発と
は、「新しい材料、機械、製品、工程、システム又はサービスによる生産のための計画又は
設計に関する、研究成果又は他の知識の応用」と「大幅に改良された材料、機械、製品、
工程、システム又はサービスによる生産のための計画又は設計に関する、研究成果又は他
の知識の応用」にわけられる。つまり、「全く新しい製品等の開発」なのか、「既存の製品
等の改良のための開発」なのかに分けることができる。このうち、どちらがより将来の経
済的便益の不確実性が低いのかを考えると、後者の方が、改良前の製品の売上動向、マー
ケティング情報などがそろっており、改良後の製品のおおよその売上動向や、将来キャッ
シュフローの予測などが、より高い正確性で予測できると考えられる。 
 以上のことから、研究開発活動のうち、資産化の要件を満たし、資産計上可能な企業、
業種というのは、開発の定義のうち「大幅に改良された材料、機械、製品、工程、システ
ム又はサービスによる生産のための計画又は設計に関する、研究成果又は他の知識の応用」、
つまり「既存の製品等の改良のための開発」を行っている企業、業種が多いのではないか
と仮定できる。 
 この仮定に最も合致している業種は、Automobiles & partsであると考えられる。自動
車業界においては、既存の製品のモデルチェンジを繰り返しているのであり、新製品とい
っても自動車を越える、輸送機器が開発されるわけではない。 
また、Automobiles & partsにおいても、partsつまり、部品のみを製造している企業に
おいては、開発活動によって、既存の部品が改良され、その部品が、完成車メーカーに買
ってもらえるという保証が無い限り、将来収益獲得の不確実性は高く、Automobiles & 
parts であっても、parts つまり、部品のみを製造している企業においては、資産化率は、
それほど高くないと仮定できる。 
そこで、この仮定に基づいて、Automobiles & partsを見てみる。 
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ここでは、まず Automobiles & partsのうち、partsつまり、部品のみを製造している
企業を除いて考察していく。 
 研究開発投資総額上位 50社のうち、Automobiles & partsは、11社であった。このう
ち、partsつまり、部品のみを製造している企業を除くと、Volkswagen、Daimler、BMW、 
Peugeot (PSA)、Renault、Fiat、Porsche Automobileの 7社になる、この７社の資産化
率を見ると以下の Automobiles & partsにおける完成車企業と部品企業の資産率の表のよ
うになる。これを見ると、Porsche Automobile以外の企業においては、30％台後半から 
50%台と非常に高い割合になっていることがわかる。 
 次に、Automobiles & partsのうち、partsつまり、部品のみを製造している企業につい
てみて考察していく。 
 研究開発投資総額上位 50社のうち、Automobiles & partsは、11社であった。このう
ち、partsつまり、部品のみを製造している企業は、Robert Bosch、Continental、Valeo、
ZFの 4社である。この 4社の研究開発投資額に占める資産化割合を見てみると。Valeoは、
18%と比較的高い割合になっているが、残りの 3社については 1～3%台と非常に低い割合
になっている。 
 
 
表：Automobiles & partsにおける完成車企業と部品企業の資産率 
完成車企業 資産化率  部品企業 資産化率 
Volkswagen 0.374008  Robert Bosch 0.039837 
Daimler 0.312247  Continental 0.01706 
BMW 0.427374  Valeo 0.187023 
Peugeot (PSA) 0.448988  ZF 0.01194 
Renault 0.503356    
Fiat 0.373112    
Porsche 
Automobile 
0.067853    
 
 
 以上より、研究開発活動のうち、資産化の要件を満たし、資産計上可能な企業、業種と
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いうのは、開発の定義のうち「大幅に改良された材料、機械、製品、工程、システム又は
サービスによる生産のための計画又は設計に関する、研究成果又は他の知識の応用」を行
っている企業、業種。つまり「既存の製品等の改良のための開発」を行っている企業、業
種で、その改良された商品を自ら販売しているような企業が多いのではないかという仮説
は、Automobiles & parts分野においては、成り立つと考えられる。 
 
 
第 3 節 実態調査を踏まえた、研究開発投資を一部資産計上する会計処理の検
討 
 実態調査の考察において、研究開発投資の資産化についておおよそ３つの傾向があると
わかった。また、サンプル数が少なく、その確実性には問題があるが、研究開発投資を資
産化できる業種は、「既存の製品等の改良のための開発」を行っている業種がほとんどなの
ではないかということが窺えた。 
 これらからは、「新しい製品の開発」は、将来の不確実性が高いとの経営判断が行われて
いるともとれ、IAS 第 38 号の資産計上の要件は、一定の役割を果たしているようにも考
えられる。しかし、一方で、Pharmaceuticals分野のように、研究開発投資額が多額にの
ぼるにも関わらず、資産計上されていない企業においては、見えざる資産の価値が財務諸
表に反映競れていないのではないのではないかとも考えられる。これでは、IAS 第 38 号
の趣旨が十分に達成されていない可能性もあり、IAS 第 38 号の資産計上するための要件
は、不十分ではないかとも考えることができる。 
 
 
第４節 章のまとめ・考察 
 この章では、実際に IAS第 38号を適用している EU域内の研究開発投資額上位 50社に
ついて実際の適用状況を見ていきた。これにより、研究開発投資の資産化についておおよ
そ３つの傾向があるとわかった。 
 さらに、なぜ、このように 3 つの傾向に分かれるのかについて、Pharmaceuticals と
Automobiles & partsの２つの非常に少ないサンプルであるが、アニュアルレポートによ
る会計方針の開示、及び企業が属する業種の製品の特性から考察をおこなった。 
 この考察により、一定の傾向のある開発活動を行う企業にのみ、研究開発投資について
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資産化できるのではないかという結論に至った。 
 また、実態調査を踏まえた一連の考察からは、IAS 第 38 号の要件について、一定の役
割を果たしているようにも見えるが、一定の業種のみ適用できる要件となっている可能性
もあり、その点からすると研究開発投資を資産計上すべきとする趣旨に反し不十分なので
はないかと考えることもできるという結論に至った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料：IAS第 38号適用企業の実態調査 
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rank 会社 分類 年度 資産化率 R&D 総額 資産額
1 Volkswagen Automobiles & parts 2008 0.374008 5,925 2,216 
     2007 0.293723 4,923 1,446 
     2006 0.348585 4,240 1,478 
     2005 0.351411 4,075 1,432 
      2004 0.360471 4,164 1,501 
            
2 Nokia Telecommunications 2008 0.024619 5,321 131 
    equipment 2007 0.02974 5,279 157 
     2006 0.034232 3,710 127 
     2005 0.042195 3,626 153 
            
3 Sanofi-Aventis Pharmaceuticals 2008 0 4,608 0 
     2007 0 4,562 0 
     2006 0 4,404 0 
     2005 0 4,044 0 
              
4 Daimler Automobiles & parts 2008 0.312247 4,442 1,387 
     2007 0.238669 4,148 990 
     2006 0.191535 3,733 715 
     2005 －     
            
5 Robert Bosch Automobiles & parts 2008 0.039837 3,916 156 
     2007 0.033146 3,560 118 
     2006 0.061525 3,397 209 
     2005 0.064142 2,931 188 
              
6 Siemens Electrical components 2008 0.109489 3,836 420 
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    & equipment 2007 0.117682 3,365 396 
     2006 0.195527 3,309 647 
     2005 0.106833 4,493 480 
              
7 GlaxoSmithKline Pharmaceuticals  2008 0.007039 3,836 27 
     2007 0.013992 3,359 47 
     2006 0 3,564 0 
     2005 0 3,234 0 
              
8 AstraZeneca Pharmaceuticals  2008 0 5,179 0 
     2007 0 5,162 0 
     2006 0 3,902 0 
     2005 0 3,379 0 
            
9 Alcatel-Lucent Telecommunications 2008 0.12946 3,167 410 
    equipment 2007 0.122922 3,368 414 
     2006 0.207974 1,856 386 
     2005 0.211515 1,650 349 
              
10 Ericsson Telecommunications 2008 -     
  単位ユーロでない equipment 2007 -     
     2006 -     
     2005 -     
            
11 BMW Automobiles & parts 2008 0.427374 2,864 1,224 
     2007 0.423982 3,144 1,333 
     2006 0.478803 3,208 1,536 
     2005 0.448154 3,115 1,396 
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12 EADS Aerospace & defence 2008 0.031567 2,756 87 
     2007 0.034432 2,701 93 
     2006 0.143255 2,869 411 
     2005 0.123363 2,367 292 
            
13 Bayer Chemicals  2008 0.019083 2,725 52 
     2007 0.021762 2,803 61 
     2006 0.04298 2,443 105 
     2005 0     
              
14 Peugeot (PSA) Automobiles & parts 2008 0.448988 2,372 1,065
     2007 0.363549 2,074 754
     2006 0.401822 2,195 882
     2005 0.394834 2,168 856
     2004 0.405405 2,183 885
            
15 Renault Automobiles & parts 2008 0.503356 2,235 1,125
     2007 0.522746 2,462 1,287
     2006 0.454583 2,400 1,091
     2005 0.367933 2,264 833
     2004 0.381948 1,961 749
              
16 Boehringer  Pharmaceuticals  2008 0 2,109   
   Ingelheim  2007 0 1,900   
     2006 0 1,574   
     2005 0 1,360   
            
17 Fiat Automobiles & parts 2008 0.373112 1,986 741 
     2007 0.28834 1,741 502 
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     2006 0.249687 1,598 399 
     2005 0.267009 1,558 416 
              
18 Finmeccanica Aerospace & defence 2008 0.096774 1,767 171 
     2007 0.079734 1,806 144 
     2006 0.063271 1,865 118 
     2005 0.001147 1,743 2 
            
19 SAP Software  2008 0 1,627   
     2007 0 1,461   
     2006 - -   
     2005 - -   
              
20 Philips Electronics Leisure goods  2008 0.095474 1,613 154 
     2007 0.144638 1,604 232 
     2006 0.178991 1,704 305 
     2005 - -   
            
21 STMicroelectronics Semiconductors  2008 -     
  usgaap  2007 -     
     2006 -     
     2005 -     
              
22 Continental Automobiles & parts 2008 0.01706 1,524.0 26 
     2007 0.008672 841.8 7 
     2006 0.001475 678 1 
     2005 0.001356 590 1 
            
23 Volvo Commercial vehicles 2008 0.1580645     
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  単位ユーロでない & trucks 2007 0.1911354     
  ため割合のみ示す  2006 -     
     2005 -     
              
24 BASF Chemicals  2008 0.012391 1,372 17 
     2007 0.014286 1,400 20 
     2006 0.018985 1,301 25 
     2005 0.020791 1,087 23 
            
25 Merck Pharmaceuticals  2008 0 1,234   
     2007 0 1,028   
     2006 0 752   
     2005 0 713   
              
26 BT Fixed line  2008 0 1,157   
   開発活動による telecommunications 2007 0 1,280   
  資産化はなし  2006 0 1,144   
     2005 0 743   
            
27 Novo Nordisk Pharmaceuticals  2008 0   0 
  ユーロでない  2007 0   0 
  資産化なし  2006 0   0 
     2005 0   0 
              
28 Unilever Food producers  2008 0 927 0 
     2007 0 868 0 
     2006 0 906 0 
     2005 0 954   
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29 Royal Dutch Shell Oil & gas producers  2008 －     
  ドル表記  2007 －     
     2006 －     
     2005 －     
              
30 France Telecom Fixed line  2008 0 900 0 
    telecommunications 2007 0 894 0 
     2006 0 856 0 
     2005 0 716 0 
            
31 Porsche  Automobiles & parts 2008 0.067853 899 61 
   Automobile  2007 0.051701 735 38 
     2006 0.069196 448 31 
     2005 -     
              
32 NXP Semiconductors  2008 -     
  Usgaap  2007 -     
     2006 -     
     2005 -     
            
33 Valeo Automobiles & parts 2008 0.187023 786 147
     2007 0.15443 790 122
     2006 0.166667 768 128
     2005 0.162088 728 118
              
34 UCB Pharmaceuticals 2008 0 767   
     2007 0 788   
     2006 0 615   
     2005 0 511   
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35 Vivendi Media  2008 -     
  不明  2007 -     
     2006 -     
     2005 -     
              
36 Schneider Electrical components 2008 0.275424 708 195 
    & equipment 2007 0.194651 673 131 
     2006 0.221477 596 132 
     2005 0.20412 534 109 
            
37 Telecom Italia Fixed line  2008 －  
   telecommunications 2007 －   
    2006 －  
    2005 －  
           
38 Infineon  Semiconductors  2008 0.062767 701 44 
   Technologies  2007 －     
     2006 －     
     2005 －     
            
39 ZF Automobiles & parts 2008 0.01194 670 8 
     2007 0.007508 666 5 
     2006 －     
     2005 －     
              
40 Telefonica Fixed line  2008 0.143713 668 96 
    telecommunications 2007 0.19697 594 117 
     2006 0.163265 588 96 
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     2005 0.172222 540 93 
            
41 Royal Bank of  Banks  2008 －     
   Scotland  2007 －     
     2006 －     
     2005 －     
              
42 ALSTOM Industrial machinery 2008 0.199678 621 124 
     2007 0.204991 561 115 
     2006 0.197727 440 87 
     2005 0.200573 349 70 
            
            
43 Deutsche Telekom Fixed line  2008 －     
  不明 telecommunications 2007 －     
     2006 －     
     2005 －     
              
44 TOTAL Oil & gas producers  2008 0 612   
     2007 0 594   
     2006 0 569   
     2005 0 676   
            
45 SAFRAN Aerospace & defence 2008 －     
  不明  2007 －     
     2006 －     
     2005 －     
              
46 L'Oreal Personal goods  2008 0 581   
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     2007 0 560   
     2006 0 533   
     2005 0 496   
              
47 Solvay Chemicals  2008 0.024221 578 14 
     2007 0.024561 570 14 
     2006 0.019164 574 11 
     2005 0.010482 477 5 
              
48 Thales Aerospace & defence 2008 0.226714 569 129 
     2007 0.241438 584 141 
     2006 0.301741 517 156 
     2005 0.27381 504 138 
            
49 AREVA Electricity  2008 0.18231 554 101 
     2007 0.191939 521 100 
     2006 0.236443 461 109 
     2005 0.196078 408 80 
              
50 HSBC Banks 2008 －     
     2007 －     
     2006 －     
      2005 －     
 
 
 
 
 
 
資料：ASBJにおける実態調査の要約 
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製薬業界 
会社名 資産化の可否 資産化割合 
アストラゼネカ ― ― 
グラクソ 不明 不明 
メルク ― ― 
ノバルティス ― ― 
ロシュ ― ― 
サノフィ・アヴ 
ェンティス 
― ― 
 
食品業界 
会社名 資産化の可否 資産化割合 
キャドバリー・ 
シュウェップス 
― ― 
ダニスコ ― ― 
ダノン ― ― 
ネスレ ― ― 
オークラ ○ 10.58％ 
ペルノ・リカール ― ― 
ユニリーバ ― ― 
 
化学業界 
会社名 資産化の可否 資産化割合 
BASF ○ 1.43％ 
バイエル ○ 2.37％ 
ヘンケル ― ― 
ペルストップ ○ 0.97％ 
シンジェンタ ― ― 
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自動車業界 
会社名 資産化の可否 資産化割合 
BMW ○ 42.39％ 
ダイムラー ○ 30.79％ 
フィアット ○ 53.53％ 
プジョー ○ 36.35％ 
ルノー ○ 52.27％ 
VW ○ 29.37％ 
 
自動車部品業界 
会社名 資産計上 資産化率 
オートリブ ― ― 
ボッシュ ○ 3.34％ 
コンチネンタル ○ 0.87％ 
フォーレシア ○ 25.97％ 
マン ○ 12.01％ 
ミシュラン ― ― 
ヴァレオ ○ 15.44％ 
 
電気産業 
会社名 資産計上 資産化率 
アルカテル ○ 4.29％ 
エレクトロラックス ○ 25.72％ 
エリクソン ○ 11.38％ 
ノキア ○ 2.71％ 
フィリップス ○ 12.56％ 
シーメンス ○ 10.43％ 
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紙・パルプ業界 
会社名 資産計上 資産化率 
フォルトゥム 不明 不明 
Mレアル ― ― 
SCA ○ 7.945 
ストラエンソ 不明 不明 
UPM 不明 不明 
 
その他の業界 
会社名 資産計上 資産化率 
ベネトン 不明 不明 
ドイツテレコム 不明 不明 
EDSA ○ 25.66％ 
ロレアル ― ― 
ルイ・ヴィトン ― ― 
ティッセン・ク ○ 24.62％ 
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第 6 章 結論と今後の展望 
 
 本論文の最初の問題意識は「企業が行う研究開発投資は、将来の収益獲得を目指して
行われるものであり、研究開発投資のうち一定のものは、将来の経済的便益を有すると考
えられる。そのため、研究開発投資のうち一定のものは、資産性を有すると考えられ、資
産性を有するものは資産として計上すべきではないのか。」というものであった。 
そしてこの問題意識を解決するために、研究開発投資のうち、一定の部分は資産として
計上すべきとみる考え方が存在するにもかかわらず、なぜ、日本や米国においては、発生
時に全額費用計上するとされているのか、また、研究開発投資を資産計上することを妨げ
る要因は何であるのか、実際に資産計上する場合にどのようなことがいえるのかについて
考察することで、結論を導き出そうとするのが本論文の狙いであった。 
まず、研究開発投資は資産計上すべきでなく、発生時に全額を費用処理すると定めてい
る米国の会計基準について、その基準が設定されるまでの歴史的経緯、その基準が設定さ
れた根拠、およびその基準について指摘されている事項について検討した。 
この検討により、発生時に全額費用処理するべきであると結論付けることはできないと
の結論を得るに至った。 
発生時に全額費用処理すべきと結論付けることはできないとの結論に至った理由とし
ては、発生時に全額費用処理するとする明確な根拠が乏しいと考えられるためである。発
生時に全額費用計上すべきと定める根拠として、SFAS 第 2 号によって一定の根拠付けは
なされているが、現在では、その設定根拠を覆すような研究も多数存在していきている。
そのため、30数年前の状況における設定根拠が、現在にも同様に適用できるのかどうか疑
問が残る。さらに、SFAS 第 2 号が、発生時費用処理を認めた理由としては、税制の影響
により SFAS第 2号が定められる以前に、研究開発投資を発生時費用処理するという会計
処理が実際多くの企業で採用されていたことが知られている。また、監査上の問題から認
めたに過ぎないということも指摘されている。このように、SFAS 第 2 号は、税制の影響
や、監査上の問題点等、会計理論とは別の要因によって定められたと考えられることもで
きる。以上のような事項により、研究開発投資の会計処理について、発生時に費用処理す
べきとの結論に至らなかった。 
そして、研究開発投資のうち、一定の要件を満たすものを資産計上すべきとする国際財
務報告基準についても、設定されるまでの経緯、その基準が設定された根拠、および基準
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に対して指摘されている事項について検討した。さらに、実際に国際財務報告基準が適用
されている企業について実態調査を行い、研究開発投資の一部を資産計上するにあたって、
企業ごと業種ごとに一定の研究開発投資の資産化に傾向があるのか、そのような傾向があ
るとすればなぜなのかについて検討した。そして、この実態調査を踏まえ、研究開発投資
の一部を資産化する会計処理についてどのような問題点が考えられるのかについて考察を
行った。 
 この考察から、研究開発投資のうち、資産性を有する一定のものを資産計上すべきであ
ると明確に結論付けることはできないという結論に至った。 
資産計上すると結論付けできない理由としては、将来の経済的便益の不確実性や、研究
開発投資のうち資産性を有する部分が存在すると考えられても、その部分をどのように取
り出すのかという問題に対して、明確な答えを導くことができなかったためである。国際
財務報告基準においては、研究開発投資に資産性を認め、一定の要件を定め、その要件を
満たす開発活動については、資産計上すると定めている。しかし、この要件についても、
経営者の恣意性が介入する余地が十分に存在し、会計的操作に使われる恐れがあるとの指
摘もある。 
また、実際に適用している企業を見てみると、①高い割合で資産化できている企業、②
資産化している企業や資産化していない企業が混在しその資産化割合も混在化している業
種、③資産化していてもほぼ０に近いか資産化していない業種分類されることがわかった。
これを見る限り、業種ごとの研究開発投資の性質の違いが、財務諸表に反映され、IAS第
38号が定める要件は、適切に機能しているようにも見られる。しかし、アニュアルレポー
トの会計方針の開示情報や、企業・業種ごとの製品の特徴などから更なる考察を加えると、
既存の製品等の改良のための開発を行い、その製品を自ら販売している Automobiles & 
parts のような企業、業種が研究開発投資の資産計上割合が高いのではないかという結論
に至った。 
このように、一定の業態の企業にのみにしか適用することができない要件では、
Pharmaceuticals業界のように、多額の研究開発投資が行われ、それによって、内部創出
の資産が多く生み出されているような企業であっても資産計上がほとんど行われていない
といったように、研究開発投資を資産計上しようとする本来の趣旨が反映されないとの指
摘も考えられる。このように、資産計上するための、要件についても、明確さが保たれて
いるとは言い難いのである。以上のことから、本論文では、研究開発投資の会計処理につ
 76
いて、資産計上すべきとする明確な結論を、現段階では出すことができなかった。 
 上記のように、両会計処理はともに解決しなければならない問題点を抱えており、明確
にどちらの会計処理が良いか結論を出すことができなかった。しかし、いずれの会計処理
が望ましいのかについて明確なことがいえないことは、一部資産計上のオンバランス処理
と発生時費用処理との間に一切の優劣をいうことができない、というのを意味しているわ
けではない。先に述べたとおり、発生時費用処理のほうは、もともと積極的な理論的裏づ
けを欠いている。これに対し一部資産計上のオンバランス処理を妨げているのは、資産計
上すべきケースと資産計上すべきでないケースを区分するための客観的な基準を設けられ
ない、という事情に過ぎない。 
 改めて考えてみれば、上記のような客観的基準を設けられないのは、オンバランス化が
認めておらず、「区分」の経験が蓄積されていないためかもしれない。とすれば、ある程度
の客観的な分類を定め、ともかく一部資産のオンバランスを試みれば、「区分」の経験を通
じてより良い、より客観的な判断基準への改善が期待できそうである。 
 こういう考えから、筆者は一定の要件を満たした一部無形資産について、より積極的に
資産計上を行っていく必要性を痛感し、そのような会計処理が促進されることを期待して
いる。これが冒頭に掲げた問題意識に関する本論文の最終的な結論である。 
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